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1.事業概要 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



1-1.事業の名称 

平成２９年度「専修学校による地域産業中核的人材養成事業」 
 
事 業 名： 沖縄県の観光振興に資する将来の中核的観光人材養成のための 

人材育成協議会事業 
事業内容： 機動的な産学連携体制の整備 
カテゴリー： 地域版人材育成協議会 
 

1-2.事業の趣旨・目的 

沖縄県では、観光を県経済のリーディング産業と位置づけ、振興策など具体的な取組を進
めてきた結果、国内有数の観光・リゾート地となった。しかし、近年、世界的に不安定な経
済状況などさまざまな影響を受け、入域観光客の伸び悩みや国内人口の減少など、沖縄観光
は厳しい状況を迎えつつある。また、世界的にも観光振興と環境保全の両立が求められるな
ど、沖縄観光を取り巻く環境は大きな転換点を迎えている。そのため、持続的に沖縄観光を
維持・発展させ、更に今後とも沖縄観光が県経済を牽引し、わが国の経済発展にも寄与して
いくためには、国内外市場の戦略的開拓や環境と共生する観光地への展開、国際化する観光
客への対応、沖縄観光ブランドの構築などに積極的に取り組んでいく必要がある。これらの
課題に対応していくためには、中長期的な視点から計画及び戦略を策定、推進する専門性の
高い人材や観光関連産業におけるマネジメント人材の育成、また国内外の観光客に対するホ
スピタリティマインドや接遇及び異文化理解・多文化共生（ハラールなど）の向上など様々
な場面で観光振興に資する人材育成を推進していく必要がある。観光分野における人材育成
についてはこれまでも継続的に取り組まれてきたが、質が高く、層の厚い人材の確保・育成
は観光振興における基盤であり、さらなる取組の強化が求められている。また、国際化する
観光人材への対応も急務である。 
 
本事業は、産学官参加の沖縄観光人材育成協議会を設置、観光人材の課題を把握し、専修

学校が担う将来の中核的人材像の設定および必要とされるスキルの体系的整理、効果的な教
育体制・教育手法の検証を実施し、各専修学校の教育内容の改変・充実につなげ、沖縄県の
観光振興に資する人材育成を推進することを目的とする。 
 
 また、本事業で実施したプロセスを明確化し、今後、観光業を取り巻く環境が変化し必要
とされるスキルが変わっても、適時に教育手法が改善され対応できるようにする。 
 



1-3.実施体制 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

沖縄観光人材育成協議会 

調査分科会 

スキル標準分科会 

検証分科会 

事務局 

●沖縄観光人材における課題の把握・共有 
●中長期的人材育成のあり方の検討 
●沖縄観光人材育成の将来ビジョンの共有 
●協議会の自立化及び継続に向けた検討 
●成果の活用方針の検討と普及 
●人材育成の連携検討 
●各分科会での成果の検討・承認 

●事業計画書の企画・立案 
●事業の推進・進捗管理 
●仕様書の作成 
●報告書等の作成 
●収支予算・決算書作成 
●事業に参画する構成員の連絡・調整 
●協議会・分科会の運営 
●請負業者の管理 

●調査方針の検討・企画・仕様の検討（調査対象企業・団体、調査事項、 
調査方法など）  ●調査協力 
●調査結果から課題の抽出及びニーズの整理 

●ニーズを踏まえた人材像の設定  
●観光各業種のスキル標準の策定方針の検討・企画・仕様の検討   
●スキル標準策定の進捗管理 
 

●検証のための実証講座の企画  ●実証講座の参加者募集協力 
●検証手法の検討  ●評価項目の検討 
●各専門学校のカリキュラム及び教育体制・手法の検証 
●改善案の検討 
 

請負業者 

業務指示・評価 納品 

（平成 29-30年度） 

（平成 30-31年度） 

（平成 31年度） 



1-4.連携構成組織 

  組織・機関の名称 役職 氏名 所在地 

教 

育 

機 

関 

1 日経教育グループ 代表 島袋 永伸 沖縄県 

2 専門学校那覇日経ビジネス 学校長 長濱 克実 沖縄県 

3 
学校法人琉美学園 琉美インターナショ

ナルビューティカレッジ 
理事長 呉屋 良昭 沖縄県 

4 沖縄写真デザイン工芸学校 学園統括長 呉屋 マリヤ 沖縄県 

5 学校法人 KBC学園 副理事長 大城 圭永 沖縄県 

6 専門学校沖縄ビジネス外語学院 事務局長 屋宜 宣秀 沖縄県 

7 学校法人大庭学園 理事長 大庭 憲 沖縄県 

8 
学校法人三幸学園  

沖縄ブライダル＆ホテル観光専門学校 
副校長 所 慎 沖縄県 

9 学校法人秋葉学園 理事長 秋葉 英一 千葉県 

10 国立大学法人琉球大学 観光産業科学部 副学部長 平野 典男 沖縄県 

11 
名桜大学  

国際学群観光産業教育研究学系 
上級准教授 角谷 尚久 沖縄県 

12 沖縄キリスト教学院大学 特任教授 上地 恵龍 沖縄県 

13 沖縄県商業教育研究会 会長 川根 茂森 沖縄県 

企 

業 

団 

体 

14 
一般社団法人 

沖縄リゾートウェディング協会 
理事 上本 貴史 沖縄県 

15 JALスカイエアポート沖縄株式会社 取締役総務部長 山浦 秀男 沖縄県 

16 株式会社 OTSサービス経営研究所 人材開発課長 金城 弘毅 沖縄県 

17 株式会社教育戦略情報研究所 代表取締役社長 舟本 奨 東京都 

18 株式会社 EQ 取締役会長 高山 直 東京都 

19 株式会社 CSDコンサルタンツ 代表取締役社長 西里 喜明 沖縄県 

20 
一般財団法人 

沖縄観光コンベンションビューロー 
受入事業部長 加賀谷 陽平 沖縄県 

21 
特定非営利活動法人 

キャリア・サポート・ネット・おきなわ 
理事長 節田 佳史 沖縄県 

行政 22 沖縄県庁文化観光スポーツ部観光振興課 課長 糸数 勝 沖縄県 

 
 
 



1-5.事業実施スケジュール 

11月  

12月  

1月  

2月  

3月  

  ※本年度の事業スケジュールがタイトだったため、調査分科会として分科会委員全員が集まること

ができなかったため、少数のメンバー同士でのミーティングとして調査の準備を進めた。 

 

11/29 事業委託契約 

12/26 第 1 回沖縄観光人材育成協議会 

2/7 第 2 回沖縄観光人材育成協議会 

3/14 事業終了日 

12/7 第 1 回連絡調整会議（文科省） 

2/28 第 2 回連絡調整会議（文科省） 

2/26 ワークショップ 

1/17-18 ヒアリング調査 

2/15 アンケート調査 

協議会委員・団体との調整 

協議会委員・団体との調整 
アンケート調査準備・打合せ 

アンケート調査協力依頼 



 
MEMO 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

2.沖縄観光人材育成協議会 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



2-1.協議会の役割 

 
沖縄観光を取り巻く環境は大きな転換点を迎え、持続的に沖縄観光を維持・発展させるた

めには、多くの課題に対応し中長期的な視点から計画及び戦略を策定、推進する観光関連産
業におけるマネジメント人材の育成、また国内外の観光客に対するホスピタリティマインド
や接遇、異文化理解の向上など様々な場面で観光振興に資する人材育成を推進していく必要
がある。観光分野における人材育成についてはこれまでも継続的に取り組まれてきたが、質
が高く、層の厚い人材の確保・育成は観光振興における基盤であり、さらなる取組の強化が
求められている。また、国際化する観光人材への対応も急務である。 
沖縄県内の観光に関連ある産学官の連携により、観光人材の課題を把握し、専修学校が担

う将来の中核的人材像の設定および必要とされるスキルの体系的整理、効果的な教育体制・
教育手法の検証を実施し、各専修学校の教育内容の改変・充実につなげ、沖縄県の観光振興
に資する人材育成を推進することを目的とした協議会である。 
また、中長期的人材育成のあり方や人材育成における連携や協議会の自立化及び継続に向

けて検討する。 
 
 
【計画】 
・観光人材の課題を把握し、専修学校が担う将来の中核的人材像の設定および必要とされる
スキルの体系的整理、効果的な教育体制・教育手法を構築するため、沖縄県内の観光関連
企業等へアンケート調査（ヒアリング含）を実施し、沖縄観光人材における課題の把握及
び人材ニーズにより観光人材の将来ビジョン及び育成方法を検討する情報の共有。 

 
【実行】 
・調査結果を踏まえ、専修学校が担う将来の中核的人材像を設定し、このような人材に必要
なスキルを体系化し、各業種（ホテル、旅行業、観光施設、飲食業、リゾートウエディン
グ、グランドスタッフ）ごとにスキル標準（基盤スキル及び専門スキル）の策定とそのス
キルを習得させるための教育体制や教育手法を検討。 

・留学生向けのキャリアアップのためのスキル標準の策定とそのスキルを習得させるための
教育体制や教育手法を検討。 

 
 
 
 



【評価】 
・策定されたスキル標準及びスキル習得のための教育体制、教育手法の実効性を検証するた
めの実証講座を実施する。実証講座から得られた情報を基に、スキル標準及び教育体制・
手法の検証を行う。 

 
【改善】 
・検証により得られた結果を基に、改善案を検討し、より効果のあるものとする。また、実
施したプロセスを明確化し、今後、観光業を取り巻く環境が変化し必要とされるスキルが
変わっても、適時に教育手法が改善され継続的に時代のニーズに合った人材育成の体制を
構築する。 

 
 
 

■委託事業終了後（平成 32年 4月以降）の目指す方向性 

 
沖縄観光コンベンションビューローの観光人材育成センターとの連携を強化し、将来の中

核的人材の育成のみならず、社会人のスキルアップや学び直し、講師陣の交流や情報の共有
など観光人材育成における専修学校の担う役割を広げて行く。また、スキル標準に関しても、
二次交通業界や MICE、スポーツ・文化コンテンツ業界など今後沖縄で不足が予想される業
種でのスキル標準の策定し、沖縄県全体で運用できるよう目指す。人材育成協議会は自立・
継続できるように一般社団法人化などを目指し、沖縄県観光人材全体の動向を検討・共有す
る場とし、業種ごとに専修学校、企業・団体、行政機関が連携した、業種ごとの人材育成委
員会を設置し、より緊密な連携が実現できことを目指す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



2-2 第 1回 沖縄観光人材育成協議会 議事録 

協 議 会 議 事 録 
 

事業名 沖縄県の観光振興に資する将来の中核的観光人材養成のための人材育成協議会事業 

代表校 特定非営利活動法人キャリア・サポート・ネット・おきなわ 

 

会議名 第 1 回 沖縄観光人材育成協議会 

開催日時 平成 29 年 12 月 26 日（水）15:00～17:00 

場所 沖縄産業支援センター 304 号室 

出席者 1. 委員 
長濱 克実、呉屋 マリヤ、大城 圭永、屋宜 宣秀、秋葉 英一、上本 貴史、 
舟本 奨、川根 茂森、節田 佳史、稲福 孝則（島袋 永伸代理） 

 （計 10 名） 
2. 事務局 

（計 2 名） 
（参加者合計名）12 名 

議題等 ■次第 
1. 開会挨拶 
2. 関係団体紹介 
3. 平成 29 年度の事業計画について 
4. 本事業に関する意見交換 
5. その他 
 
■配布資料 
資料 1 平成 29 年度 事業計画書 
資料 2 協議会委員名簿 
資料 3 ヒアリング調査実施概要（三菱総合研究所） 
資料 4 ワークショップ企画（三菱総合研究所） 
 
 
 



■議事内容 
 ▼開会挨拶 
  沖縄県では、観光を県経済のリーディング産業と位置づけ、振興策など具体的な取組を進め

てきた結果、国内有数の観光・リゾート地となった。しかし、世界的に不安定な経済状況などさ
まざまな影響を受け、入域観光客の伸び悩みや国内人口の減少など、沖縄観光は厳しい状
況を迎えつつある。また、世界的にも観光振興と環境保全の両立が求められるなど、沖縄観光
を取り巻く環境は大きな転換点を迎えている。今後とも沖縄観光が県経済を牽引し、わが国
の経済発展にも寄与していくためには、国内外市場の戦略的開拓や環境と共生する観光地
への展開、沖縄ブランドの構築などに積極的に取り組む必要がある。このれらの課題に対して、
中長期的な視点から計画及び戦略を策定、推進する専門性の高い人材や観光産業におけ
るマネジメント人材、観光振興に資する人材の育成が求められている。本事業では、産学官
参加の沖縄観光人材養成事業を設置し、当該分野に一日の長のある各委員から広く知見
や見識を得ながら、沖縄の観光振興に資する人材育成の基盤につながる場を構築して行きた
い。 

  
 ▼関係団体紹介 
  （各委員が、出席順に自己紹介と本事業に対する意欲・所見を表明。欠席者については、

事務局が簡単に説明） 
 
 ▼本事業の概要説明 
  事務局が事業計画書に基づいて、以下の項目を説明。 

1、 事業の趣旨・目的 
2、 事業の構成機関 
3、 事業の実施体制 
4、 人材育成協議会の役割 
5、 事業を実施する上で設置する会議 
6、 実施する調査 
7、 取組の年次計画 
8、 成果物 

 
 ▼意見交換 
 〇観光を大まかに捉えると危険ではないか。観光関連産業のどの職業にニーズがあるのかを明

確にし、焦点を当てるべきではないか。 
 



 〇中学生を対象に、キャリア教育の一環として職業教育をした際に興味を示していた。しかし、
高校生になると減少する。 

  この辺りに手を打つことができないか。 
 
 〇現在は、ブライダルが人気。待遇面で改善されている業種は人気なのではないか。 
 
 〇観光業界は世の中が休みの時に忙しくなってしまう。より一層の「やりがい」が必要になる。 
 
 〇大卒と専門学校卒では、モノの考え方や対人コミュニケーションで差が出てしまうことがある。

専門学校卒で元々関心が高く、現場でハマると優秀に働く例もある。 
 
 〇高校の観光科に所属する生徒たちの中には、観光ではなく英語を好む例が多い 
 
 〇教材がない。担当教員によって教育内容が異なってしまう。このようなことで継続的な教育が

難しい。 
 
 〇観光だけを重視すると、最下位層の待遇になってしまう。その意味では、付加価値が必要に

なる。その辺をどのように求めていくのか。 
 
 〇大学教員や県が観光に対して、今後どのような構想を持って取り組む予定なのかを知りた

い。 
 
 〇若い層に対してメディア等のプロモーションを活用することが効果的ではないか。また、中学生

などの早い段階から職業教育を行い、基礎を学習する機会を設置するべきではないか。 
 
 〇今後必要な人材像が変容していく中で、5 年後、10 年後の沖縄のために専門学校がどのよ

うに貢献して行けるのかを考得る必要がある。 
 
 〇沖縄に大企業がないことで、若者が「安定職」に向く原因になっているのではないか。企業と

役人がより一層努力しなければならない。また、大企業がないことで新規採用の職業教育
が全体的に実施できなく、個々の企業のコストになり、受け入れる側も躊躇する事につながっ
ている。 

 
 



 〇ホテル業においては、個人の成果が見えずらい。個人の成果が見えずらいことにより、一人ひと
りのモチベーションの低下につながるのではないか。 

 
 〇インターンシップで業界のネガティブな面を知り、就職意欲を失ってしまうケースがある。インター

ンシップを受け入れる側の企業への啓もうも考慮するべきではないか。 
 
 〇今までは「やりがい」だけで補えていたが、現在は状況が異なっている。福利厚生や世の中のイ

メージなどが決め手になってしまっている。 
 
 〇現在、現場で活躍している方々が持つ「やりがい」のようなものを若い層に対していかに伝達し

ていくか。そのために、より多くの現場の方々と触れ合う機会を設けることが必要ではないか。 
 
 〇自己分析が足りないケースがある。資格をいくつか所持しているが、コミュニケーションに活かせ

ていないことがある。インプットはできるが、なかなか持っている能力をうまくアウトプットできてい
ない。このようなことを改善していくことが求められる。 

 
▼その他 

 〇事務局が資料 3、4 について、ヒアリング調査及びワークショップへの協力を依頼。 
  ・ヒアリング調査（1 月中を予定） 
  ・ワークショップ（1 月下旬～2 月を予定） 
 
 〇成果報告会を実施 
  →2 月の下旬を予定。後日事務局から各委員に連絡する。 
 
 〇次回の協議会の開催について 
  2018 年 2 月 7 日（水）15 時から予定 
  →詳細が決定次第、改めて事務局から各委員に連絡する。 
 

 
 
 
 
 



2-3 第 2回 沖縄観光人材育成協議会 議事録 

協 議 会 議 事 録 
 

事業名 沖縄県の観光振興に資する将来の中核的観光人材養成のための人材育成協議会事業 

代表校 特定非営利活動法人キャリア・サポート・ネット・おきなわ 

 

会議名 第 2 回沖縄観光人材育成協議会 

開催日時 平成 30 年 2 月 7 日（水）15:00～17:00 

場所 沖縄産業支援センター 308 号室 

出席者 3. 委員 
島袋 永伸、 長濱 克実、 白岩 直明（呉屋 マリヤ代理）、大城 圭永、 
屋宜 宣秀、 大庭 憲、 所 慎、 秋葉 英一、 平野 典男、 角谷 尚久、 
上本 貴史、 宮良 長奉（山浦 秀男代理）、 金城 弘毅、 舟本 奨、 
川根 茂森、 糸数 勝（随行：長嶺 勝仁）、 加賀谷 陽平、 節田 佳史 

     （計 18 名） 
4. 事務局 

（計 2 名） 
3．随行者 
  （計 1 名） 
（参加者合計名）21 名 

議題等 ■次第 
6. 開会挨拶 
7. 関係団体紹介 
8. 調査事業についての進捗報告 
9. 「沖縄県が求める人材」  沖縄県庁観光振興課 糸数氏 
10. 「琉球大学観光産業科学部の取組」 琉球大学 平野氏 
11. 「名桜大学国際学群観光産業専攻の取組」 名桜大学 角谷氏 
12. 専門学校（観光系）の取組 
13. その他 
 
 



■配布資料 
資料 1 第 1 回沖縄観光人材育成協議会 議事録 
資料 2 調査事業資料 
資料 3 琉球大学観光産業科学部 
資料 4 名桜大学 
資料 5 ワークショップ企画案 
 
■議事内容 
 ▼開会挨拶 
  沖縄県では、観光を県経済のリーディング産業と位置づけ、振興策など具体的な取組を進め

てきた結果、国内有数の観光・リゾート地となった。しかし、世界的に不安定な経済状況などさ
まざまな影響を受け、入域観光客の伸び悩みや国内人口の減少など、沖縄観光は厳しい状
況を迎えつつある。また、世界的にも観光振興と環境保全の両立が求められるなど、沖縄観光
を取り巻く環境は大きな転換点を迎えている。今後とも沖縄観光が県経済を牽引し、わが国
の経済発展にも寄与していくためには、国内外市場の戦略的開拓や環境と共生する観光地
への展開、沖縄ブランドの構築などに積極的に取り組む必要がある。これらの課題に対して、中
長期的な視点から計画及び戦略を策定、推進する専門性の高い人材や観光産業におけるマ
ネジメント人材、観光振興に資する人材の育成が求められている。本事業では、産学官参加
の沖縄観光人材養成事業を設置し、当該分野に一日の長のある各委員から広く知見や見
識を得ながら、沖縄の観光振興に資する人材育成の基盤につながる場を構築してゆきたい。 

  
 ▼関係団体紹介 

（第 1 回協議会で欠席された方を中心に、各委員が自己紹介と本事業に対する意欲・所見
を表明。欠席者については、事務局が簡単に紹介） 

 
 ▼調査事業についての進捗報告 

事務局が[資料２]調査事業資料を基に、アンケート調査の試案を委員に説明。さらに、質
問事項等に関して各委員の協力を得ながら構築・実施していく旨を説明し、各委員に協力を
依頼。 

 
 
 
 
 



〔意見交換〕 
〇現場のニーズを教育機関が講義に活用していくために、ありきたりな質問で終わらないよう注

意する必要がある。 
〇不足している人材の現状に関しては、より詳細に選択肢を作成する必要があるのではない

か。 
→2 月 11 日まで意見を収集し、その後、作成した調査票を各委員に配布予定。 
 
 

 ▼「沖縄県が求める人材」 
本協議会委員である沖縄県観光振興課糸数課長が、持参資料をもとに主に以下の内容

について発表。 
・沖縄県における観光産業の現状、問題点、今後の目標と指標、について 
・沖縄県が実施した人材育成事業の成果報告 

〔意見交換〕 
〇人材育成事業を企業の新人社員や若手社員は積極的に参加できているのか。他業種と

接する機会は可能なのか。 
→参加については企業の方針に委ねられている。 
〇企業を対象とした実施事業に学校関係者の参加は可能か。 

ぜひとも学校現場での教育内容にも活かしていきたい。 
→受講生としてではなく、聴講者としての参加であれば可能性はある。今後検討していく。 
〇ホスピタリティについて、満足度が高いという結果があるが今後も研修の必要があるのか。 
→「従業員」と「県民性」では質が違う。さらに強化したい。 
〇ホスピタリティについては明確化されているのか。追及していくことで「沖縄らしさ」から離れてし

まう可能性はないか。 
→外国人を対象とした際、まだまだ壁を感じる箇所があるため、そのような箇所への対応は必

要ではないか。 
〇観光業界のキャリアパスを示していくこと、現場での裁量を求めていく必要がある。 

 〇沖縄県での外国人観光人材についての就職率や離職率についての報告はあるのか。 
 →詳しくは調べていない。待遇を改善していくことで就職の数を増やすことができるのではないか。 
 
 
 
 
 



▼「琉球大学観光産業科学部の取組」 
本協議会委員である、琉球大学観光産業科学部平野教授が［資料３］をもとに、これ

までの琉球大学観光産業科学部における取組と新設される国際地域創造学部の取組につ
いて発表。 
〔意見交換〕 

 〇専門学校では卒業後の進路で観光業界が大多数であるが、大学の場合 3 割程度という数
字になるのはなぜなのか。そこを追及する必要がある。 

 〇講義の中で、「論理的思考」や「コミュニケーション能力」というところをどのように実施しているの
か。 

 →ゼミ単位で実施。例えば、ホテルのデータから課題を出し、どのような解決策があるかを論理
的に説明できるようにしている。コミュニケーションに関しては、チームでの作業やプレゼンテーシ
ョンの機会を増やしている。 

 〇学生の男女比率で女性の割合が増減したのはなぜか。 
 →特に分析はしていない。高校入試では傾向として一般入試において女性の方が成績がい

い。そのようなことも影響しているのではないか。 
 

▼「名桜大学国際学群観光産業専攻の取組」 
本協議会委員である、名桜大学角谷教授が［資料４］と持参したプレゼンテーション資

料を用いて、名桜大学国際学群観光産業専攻の取組について発表。 
 〔意見交換〕 

〇琉球大学と名桜大学での違いはあるのか。 
 →学生の分野選択に関するフレキシビリティが違ったが、琉球大学で新設される学部については

似ている。入学試験については、重視する科目がそれぞれ異なっている。 
 〇琉球大学と名桜大学で協力することはあるのか。 
 →今後連携する方針。両校でサテライト講義を持つことはある。 
 〇専門学校の場合、卒業後を意識して入学する学生が多いが大学の場合はどうなのか。 
 →調査では高い数字である。大学 3 年次のコース選択においては、強く意識している学生もい

れば、弱い学生もいる。それは観光に限ることではないのではないか。 
 
 
 
 
 
 



 〔全体としての意見交換〕 
 〇観光業界がマイナスイメージを持たれていると思いがちであるが、熱心に取り組んでいる若者

たちもいる。そのような独自で取り組んでいる若者をどのように支援していくのかを考える必要
がある。 

 〇観光業界で離職率について問題視する事があるが、観光業界内で転職している人が多いイ
メージがある。業界として、離職率をそこまで問題視する必要はないのではないか。 

 〇観光業界の 2 世はどの程度いるのか。 
 →詳細なデータはない。名桜大学ではこれまでのゼミの経験からはいない。琉球大学では、何

名かは在籍していた。 
 
 ▼その他 
 〇次回協議会にて、専門学校の取組を紹介 

〇事務局が[資料 5]ワークショップについて説明。協力を依頼。 
〇成果報告会を実施 

  →3 月中旬までに開催予定。事務局から各委員に連絡する。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



■資料：「沖縄県が求める人材について」 沖縄県文化観光スポーツ部観光振興課 
 

 

 

 



 

 

 



 

 

 



 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



■資料：琉球大学観光産業科学部の取組（改訂版） 

 

 

 



 

 

 



 

 

 



 

 

 



 

 

 



 

 

 



 

 

 



 

 

 



 

 

 



 

 

 



 

 

 



■資料：名桜大学国際学群観光産業専攻の取組（改訂版） 

 

 

 

 



 

 

 

 

 



 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

3. 沖縄観光人材実態及びニーズ調査 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



3-1.調査概要 

 

3-1-1.調査の目的 

 
沖縄県では、観光を県経済のリーディング産業と位置づけ、振興策など具体的な取組を進

めてきた結果、国内有数の観光・リゾート地となった。しかし、近年、世界的に不安定な経
済状況などさまざまな影響を受け、入域観光客の伸び悩みや国内人口の減少など、沖縄観光
は厳しい状況を迎えつつある。そのため、持続的に沖縄観光を維持・発展させ、更に今後と
も沖縄観光が県経済を牽引し、わが国の経済発展にも寄与していくためには、国内外市場の
戦略的開拓や環境と共生する観光地への展開、国際化する観光客への対応、沖縄観光ブラン
ドの構築などに積極的に取り組んでいく必要がある。これらの課題に対応していくためには、
中長期的な視点から計画及び戦略を策定、推進する専門性の高い人材や観光関連産業におけ
るマネジメント人材の育成、また国内外の観光客に対するホスピタリティマインドや接遇及
び異文化理解・多文化共生（ハラールなど）の向上など様々な場面で観光振興に資する人材
育成を推進していく必要がある。観光分野における人材育成についてはこれまでも継続的に
取り組まれてきたが、質が高く、層の厚い人材の確保・育成は観光振興における基盤であり、
さらなる取組の強化が求められている。 
  本調査は、沖縄県内の観光業界（主にホテル、旅行業、観光施設、飲食業、リゾートウ
エディング、グランドスタッフ）の人材の実態をとりまとめ、沖縄の観光人材が抱える課題
を明確にする実態調査と沖縄の中核的観光人材に必要な知識やスキルを具体的に整理し、今
後必要な沖縄観光人材像を具現化し、各業種（ホテル、旅行業、観光施設、飲食業、リゾー
トウエディング、グランドスタッフ）ごとのスキル体系化や効果的な教育体制や教育手法の
構築に活かすことを目的とするニーズ調査を実施する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



3-1-2.アンケート調査 

 
 本調査は、沖縄観光人材の実態調査と今後の中核的観光人材に必要となるスキルや知識を
具体化するニーズ調査からなる。 
 
① 調 査 対 象： 沖縄県内の観光産業関連企業 
② 調 査 方 法： 郵送、e-mail及びWebアンケート 
③ 調 査 期 間： 平成 30年２月 15日～3月 2日（16日間） 
④ 協力依頼数 ： 約 700社 
⑤ 回 答 数 ： 221社 
⑥ 回 収 率 ： 31.6％ 
⑦ 調 査 項 目： ・観光人材の現状について 

・外国人雇用について 
・人材育成・能力開発の取組について 
・今後の中核的観光人材の知識・スキルのニーズについて 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



3-2.アンケート調査票 

 



 



 



 



 



 



 



■Webアンケート PC版 
 
 

 
 
 

 
 



 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



■Webアンケート スマホ版 
 

      
 

 

 



3-3.アンケート結果 

3-3-1.企業プロフィール 

3-3-1-1 主な業種 

  

 

回答数 構成比
宿泊サービス 44 19.9%
飲食サービス 37 16.7%
小売 36 16.3%
観光施設（テーマパーク、体験型施設） 6 2.7%
観光施設（ゴルフ場） 0 0.0%
観光施設（マリンレジャー、ダイビング、観光船） 12 5.4%
観光施設（エステ・スパ） 10 4.5%
リゾートウエディング 22 10.0%
旅行業 26 11.8%
旅客運輸サービス（航空機） 2 0.9%
旅客運輸サービス（タクシー） 13 5.9%
旅客運輸サービス（バス） 2 0.9%
旅客運輸サービス（船舶） 0 0.0%
レンタカー・レンタルサイクル 6 2.7%
空港サービス（グランドスタッフ・ハンドリングスタッフ） 3 1.4%
その他 2 0.9%
無回答 0 0.0%

　計 221 100.0%
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旅客運輸サービス（タク… 

旅客運輸サービス（バス） 
旅客運輸サービス（船舶） 

レンタカー・レンタルサイクル 
空港サービス（グランドス… 

その他 
無回答 

宿泊サービス, 20% 

飲食サービス, 
17% 

小売, 16% 
観光施設（テーマ
パーク、体験型施

設）, 3% 

観光施設（マリンレ
ジャー、ダイビング、
観光船）, 5% 

観光施設（エステ・
スパ）, 5% 

リゾートウエディング, 
10% 

旅行業, 12% 

旅客運輸サービス
（航空機）, 1% 

旅客運輸サービス
（タクシー）, 6% 

旅客運輸サービス
（バス）, 1% 

レンタカー・レンタルサ
イクル, 3% 

空港サービス（グラ
ンドスタッフ・ハンドリ
ングスタッフ）, 1% 

その他, 1% 



 主な業種についてみると、「観光施設（ゴルフ場）」及び「旅客運輸サービス（船舶）」分
野からの回答が得られなかった。回答数順では、「宿泊サービス」が 19.9％、「飲食サービ
ス」16.7％、「小売」16.3％、「旅行業」11.8％、「リゾートウェディング」10.0％が回答
数 20社以上である。 
 また、業種を大区分で見ると、下記のような表となる。 
 

 
 

 

 
 
 
 

回答数 構成比
宿泊サービス 44 19.9%
飲食サービス 37 16.7%
小売 36 16.3%
観光施設 28 12.7%
リゾートウエディング 22 10.0%
旅行業 26 11.8%
旅客運輸サービス 17 7.7%
レンタカー・レンタルサイクル 6 2.7%
空港サービス 3 1.4%
その他 2 0.9%

計 221 100.0%

宿泊サービス 
20% 

飲食サービス 
17% 

小売 
16% 

観光施設 
12% 

リゾートウエディング 
10% 

旅行業 
12% 

旅客運輸サービス 
8% 

レンタカー・レンタルサイク
ル 

3% 

空港サービス 
1% その他 

1% 



3-3-1-2 主な営業地域 
 

  
 

 
 
 今回の回答企業の主な営業地域を見ると、「那覇」が 56.6％と半数以上を占め、次に「中
部」17.6％、「北部」14.0％となっている。 
 今回、「慶良間諸島」及び「その他離島」企業からの回答がなかった。 
 
 
 
 

回答数 構成比
那覇 125 56.6%
北部 31 14.0%
中部 39 17.6%
南部 13 5.9%
八重山諸島 7 3.2%
宮古諸島 6 2.7%
慶良間諸島 0 0.0%
その他離島 0 0.0%
無回答 0 0.0%
　計 221 100.0%

那覇 
56% 

北部 
14% 

中部 
18% 

南部 
6% 

八重山諸島 
3% 

宮古諸島 
3% 



3-3-1-3 開業年数 
 

  
 
 

 
 
 
 
 企業の開業年数を見ると、「5年未満（3年未満及び 3年以上～5年未満）」、「5年以上～
10 年未満」、「10 年以上～20 年未満」及び「20 年以上」がそれぞれ約 1/4 ずつとなって
おり、開業年数に関しては平均的なものであった。 
 「3年未満」や「3年以上～5年未満」の比較的新しい企業が少なかった。 
 
 
 
 

回答数 構成比
3年未満 21 9.5%
3年以上～5年未満 37 16.7%
5年以上～10年未満 55 24.9%
10年以上～20年未満 50 22.6%
20年以上 58 26.2%
無回答 0 0.0%
　計 221 100.0%

0 20 40 60 80

3年未満 

3年以上～5年未満 

5年以上～10年未満 

10年以上～20年未満 

20年以上 

無回答 



3-3-1-4 事業規模（従業員数） 
 

  
 
 

 
 
 1事業者あたりの従業員数は、「10人以上～50人未満」が 51％と半数を占めている。 
「50 人未満」（69％）に企業が集中していることから、比較的従業員数が少数の企業が多
い。また、「300人以上」と回答した企業も 10社（4.5％）あった。 
 
 
 
 
 

回答数 構成比
10人未満 39 17.6%
10人以上～50人未満 112 50.7%
50人以上～100人未満 41 18.6%
100人以上～300人未満 19 8.6%
300人以上 10 4.5%
無回答 0 0.0%
　計 221 100.0%



3-3-2.観光人材の現状 

3-3-2-1 従業員過不足 
 

  
 
 

 
 
 従業員過不足についてみると、約半数の企業が「現在不足している」（50.7％）と回答し、
次いで「現在は不足していないが、今後不足する見込み」（28.1％）となっている。両者を
合わせると 78.8％の企業が従業員不足を訴えている。 
 また、「平成 27年度沖縄県観光産業実態調査事業報告書」（沖縄県文化観光スポーツ部観
光政策課）では、平成 27年度 4-3月期の結果として、「現在不足している」が 49.8％、「現
在は不足していないが、今後不足する見込み」が 23.9％でることから、従業員不足がより
進行しているが、反面、「現在過剰である」が 1.8％だったが、本調査では 4.1％となって
いる。 

回答数 構成比
現在、不足している 112 50.7%
現在は不足していないが今後不足する見込み 62 28.1%
現在・今後ともほぼ適正 37 16.7%
現在、過剰である 9 4.1%
無回答 1 0.5%
　計 221 100.0%

0 50 100 150

現在、不足している 

現在は不足していないが… 

現在・今後ともほぼ適正 

現在、過剰である 

無回答 

現在、不足している 
51% 

現在は不足していない
が今後不足する見込み 

28% 

現在・今後ともほぼ適
正 

17% 

現在、過剰である 
4% 

無回答 
0% 



3-3-2-2 （不足の場合）どの領域の人材が不足か？ （複数回答） 
 

  
 
 

 
 
 前問で「現在不足している」または「現在は不足していないが、今後不足する見込み」と
回答した企業が、どこの領域の人材が不足しているのかを聞いた設問で、一番回答が多かっ
た人材は「実務人材・現場スタッフ」が 54.2％と過半数を超えていた。次いで、「マネージ
メント人材」が 20.7％、「地域の観光産業を担う中核人材」（6.0％）、「観光産業を牽引する
経営人材」（4.7％）となった。 
 
 
 
 

回答数 構成比
観光産業を牽引する経営人材 14 4.7%
地域の観光産業を担う中核人材 18 6.0%
マネージメント人材 62 20.7%
実務人材・現場スタッフ 162 54.2%
その他 3 1.0%
無回答 40 13.4%
　計 299 100.0%

0 50 100 150 200

観光産業を牽引する経… 

地域の観光産業を担う… 

マネージメント人材 

実務人材・現場スタッフ 

その他 

無回答 

観光産業を牽引する
経営人材 

5% 

地域の観光産業を担う
中核人材 

6% 

マネージメント人材 
21% 

実務人材・現場スタッフ 
54% 

その他 
1% 

無回答 
13% 



3-3-2-3 従業員採用時における課題（複数回答） 
 

  
 

 
 従業員の採用時の課題としては、「求めるレベルの人材が採用できない」（27.3％）、「求
人に対する応募が少ない」（19.0％）、「採用してもすぐに辞めてしまう」（16.5％）が 3 大
課題となっており、人材の質・量ともに不足している結果となった。また、3大課題に続き、
「他社との人材獲得競争が激しい」「高い賃金を払わないと人が採れない」「応募者が中高年
に偏る」がほぼ同数で並んでおり、人材不足や同業他社または異業種との人材獲得競争が伺
われる結果となった。 

回答数 構成比
求人に対する応募が少ない 99 19.0%
求めているレベルの人材が採用できない 142 27.3%
採用にかける予算が足りない 33 6.3%
採用してもすぐに辞めてしまう 86 16.5%
他社との人材獲得競争が激しい 51 9.8%
高い賃金を払わないと人が採れない 49 9.4%
応募者が中高年に偏る 47 9.0%
応募者が若年者に偏る 4 0.8%
その他 3 0.6%
特に課題はない 6 1.2%
無回答 1 0.2%
　計 521 100.0%

0 50 100 150

求人に対する応募が少ない 
求めているレベルの人材… 
採用にかける予算が足り… 
採用してもすぐに辞めてし… 
他社との人材獲得競争… 
高い賃金を払わないと人… 
応募者が中高年に偏る 
応募者が若年者に偏る 

その他 
特に課題はない 

無回答 

求人に対する応募が少な
い 

19% 

求めているレベルの人材が
採用できない 

27% 採用にかける予算が足り
ない 
6% 

採用してもすぐに辞めてし
まう 

17% 

他社との人材獲得競争
が激しい 
10% 

高い賃金を払わないと人
が採れない 

9% 

応募者が中高年に偏る 
9% 

応募者が若年者に偏る 
1% 

その他 
1% 

特に課題はない 
1% 

無回答 
0% 



3-3-2-4 従業員の定着対策（複数回答） 
 

  
 
 

 
 
 従業員の定着対策としての取組は、「快適な職場環境」（20.9％）、「賃金などの処遇をア
ップする」（20.8％）がほぼ同数で多く、次いで「福利厚生の充実」（11.8％）など働く環
境面での取組が上位になっているが、「経営方針や経営戦略を従業員に明確にする」が
10.2％となっている。「長時間労働の抑制」や「休暇や休日を増やす」などは、人手不足の
ために取組めない項目なのかもしれない。 

回答数 構成比
賃金などの処遇をアップする 114 20.8%
長時間労働の抑制 43 7.8%
休暇や休日を増やす 34 6.2%
個人の成果を処遇に反映させる 29 5.3%
個人の能力を処遇に反映させる 43 7.8%
福利厚生の充実 65 11.8%
経営方針や経営戦略を従業員に明確にす 56 10.2%
能力開発や教育訓練の充実 29 5.3%
快適な職場環境 115 20.9%
特に重視している取組はない 18 3.3%
無回答 3 0.5%
　計 549 100.0%

0 50 100 150

賃金などの処遇をアッ… 
長時間労働の抑制 

休暇や休日を増やす 
個人の成果を処遇に… 
個人の能力を処遇に… 

福利厚生の充実 
経営方針や経営戦略… 
能力開発や教育訓練… 

快適な職場環境 
特に重視している取組… 

無回答 

賃金などの処遇をアップ
する 

21% 

長時間労働の抑制 
8% 

休暇や休日を増やす 
6% 

個人の成果を処遇に反
映させる 

5% 
個人の能力を処遇に反

映させる 
8% 

福利厚生の充実 
12% 

経営方針や経営戦略を
従業員に明確にする 

10% 

能力開発や教育訓練の
充実 
5% 

快適な職場環境 
21% 

特に重視している取組は
ない 
3% 

無回答 
1% 



3-3-3 外国人雇用 

3-3-3-1 外国人の雇用 
 

  
 
 

 
 
 外国人の雇用については、「現在、雇用している」が 41.６％と高く、「現在は雇用してい
ないが、今後雇用を検討している」と回答した企業が 37.1％となっており、両者を合わせ
ると 78.7％と約８割の企業が外国人の雇用について前向きである。 
 
 
 
 
 

回答数 構成比
現在、雇用している 92 41.6%
現在は雇用していないが、今後雇
用を検討している 82 37.1%

現在・今後とも雇用しない 37 16.7%
無回答 10 4.5%
　計 221 100.0%

0 20 40 60 80 100

現在、雇用している 

現在は雇用していない… 

現在・今後とも雇用し… 

無回答 

現在、雇用している 
42% 

現在は雇用していない
が、今後雇用を検討して

いる 
37% 

現在・今後とも雇用しな
い 

17% 

無回答 
4% 



3-3-3-2 外国人従業員数 
 

  

 
「無回答」を省いた円グラフ 

 
 
 
 外国人を雇用している企業 92社の雇用者数を見ると、「4人以下」が 66％、次で「5人
以上～10人未満」が 25％と、両者を合わせると 91％と大半を占めるが、「20人以上」の
企業も 4社（4％）あることが分かった。 
 
 
 
 
 
 

回答数 構成比
4人以下 61 27.6%
5人以上～10人未満 23 10.4%
10人以上～20人未満 4 1.8%
20人以上 4 1.8%
無回答（現在、雇用していない） 129 58.4%
　計 221 100.0%

0 50 100 150

4人以下 
5人以上～10人未満 

10人以上～20人未満 
20人以上 

無回答（現在、雇用し… 

4人以下 
66% 

5人以上～10人未満 
25% 

10人以上～20人未
満 
5% 

20人以上 
4% 



3-3-3-3 国籍（複数回答） 
 

  
 

 

 
 外国人従業員を国別でみると、「中国」（37.1％）、韓国（23.5％）、台湾（14.1％）の 3
か国・地域で約 3/4 を占めている。沖縄に来る外国人観光客の国別ランキングは、台湾・
韓国・中国本土の順となっているので、観光客数に呼応した形となっている。 
 

回答数 構成比
中国 63 37.1%
韓国 40 23.5%
台湾 24 14.1%
フィリピン 12 7.1%
ベトナム 3 1.8%
インドネシア 1 0.6%
ネパール 13 7.6%
タイ 0 0.0%
ミャンマー 0 0.0%
インド 5 2.9%
アメリカ 3 1.8%
イギリス 0 0.0%
オセアニア 0 0.0%
ブラジル 4 2.4%
その他 2 1.2%
　計 170 100.0%

0 20 40 60 80

中国 
韓国 
台湾 

フィリピン 
ベトナム 

インドネシア 
ネパール 

タイ 
ミャンマー 

インド 
アメリカ 
イギリス 

オセアニア 
ブラジル 
その他 

中国 
37% 

韓国 
23% 

台湾 
14% 

フィリピン 
7% 

ベトナム 
2% 

インドネシア 
1% 

ネパール 
8% 

インド 
3% 

アメリカ 
2% 

ブラジル 
2% その他 

1% 



3-3-3-4 外国人従業員を雇用する理由（複数回答） 
 

  
 
 

 
 
 
 外国人従業員を雇用する理由を見てみると、1位は「外国人ならではの能力が必要だから」
が 44.3％と断トツで多かった。外国人ならではの能力は、語学力であることは推測できる。 
次いで多いのは、「日本人従業員が集まらないから」が 23.5％にもなり、日本人の人材不足
を外国人で補う企業も多い。次に「能力・人物本位で採用したら外国人だっただけ」（14.8％）
や「優秀だから」（12.1％）と外国人従業員を評価する意見も多かった。 
 
 
 
 

回答数 構成比
日本人従業員が集まらないから 35 23.5%
外国人ならではの能力が必要だか 66 44.3%
外国人の方が利点が多いから 8 5.4%
能力・人物本位で採用したら外国 22 14.8%
優秀だから 18 12.1%
　計 149 100.0%

0 20 40 60 80

日本人従業員が集まら… 
外国人ならではの能力が… 
外国人の方が利点が多… 
能力・人物本位で採用… 

優秀だから 

日本人従業員が集ま
らないから 

24% 

外国人ならではの能力
が必要だから 

44% 

外国人の方が利点が
多いから 

5% 

能力・人物本位で採
用したら外国人だった

だけ 
15% 

優秀だから 
12% 



3-3-4 人材育成・能力開発の取組 

3-3-4-1 従業員の仕事上の能力評価 
■管理職の正社員 

  
 
■非管理職の正社員 

  
 
■直接雇用の非正社員 

  
 
 能力評価に関しては、管理職・非管理職・直接雇用の非正社員ともグラフの形は同じよう
な形となったが、管理職より非管理職及び非正社員の方の満足度が下がる結果となった。 
 
 

回答数 構成比
とても満足している 49 22.2%
ある程度満足している 138 62.4%
あまり満足していない 33 14.9%
全く満足していない 0 0.0%
該当する従業員がいない 0 0.0%
無回答 1 0.5%
　計 221 100.0%

0 50 100 150

とても満足している 

ある程度満足している 

あまり満足していない 

全く満足していない 

該当する従業員がいない 

無回答 

回答数 構成比
とても満足している 24 10.9%
ある程度満足している 132 59.7%
あまり満足していない 48 21.7%
全く満足していない 3 1.4%
該当する従業員がいない 13 5.9%
無回答 1 0.5%
　計 221 100.0%

0 50 100 150

とても満足している 

ある程度満足している 

あまり満足していない 

全く満足していない 

該当する従業員がいない 

無回答 

回答数 構成比
とても満足している 4 1.8%
ある程度満足している 139 62.9%
あまり満足していない 67 30.3%
全く満足していない 2 0.9%
該当する従業員がいない 6 2.7%
無回答 3 1.4%
　計 221 100.0%

0 50 100 150

とても満足している 

ある程度満足し… 

あまり満足してい… 

全く満足していない 

該当する従業… 

無回答 



 

 

 

 
 「とても満足している」から「全く満足していない」になるに比例して、直接雇用の非正
社員の割合が大きくなる。また、3者とも「ある程度満足している」が一番多く、管理職は
次いで「とても満足している」の順になるが、非管理職及び非正社員は「あまり満足してい
ない」が次に来ることから、人材の質的な不足もうかがわれる。 
 
 
 
 
 
 
 
 

管理職の
正社員

非管理職の
正社員

直接雇用の
非正社員

とても満足している 49 24 4
ある程度満足している 138 132 139
あまり満足していない 33 48 67
全く満足していない 0 3 2
該当する従業員がいない 0 13 6
無回答 1 1 3
　計 221 221 221

49 

138 

33 

0 

0 

1 

24 

132 

48 

3 

13 

1 

4 

139 

67 

2 

6 

3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

とても満足している 

ある程度満足している 

あまり満足していない 

全く満足していない 

該当する従業員がいない 

無回答 

管理職の 
正社員 

非管理職の正社員 直接雇用の非正社員 



3-3-4-2 人材育成・能力開発の方針 

  
 

 
 
 従業員に対する人材育成・能力開発の方針を見ると、「今いる人材を前提にその能力をも
う一段アップできるよう能力開発を行っている」（現在の従業員のスキルアップ）が 32.1％
と一番多かった。次に、「個々の従業員が当面の仕事をこなすために必要な能力を身に着け
ることを目的に能力開発を行っている」（現在の従業員を使えるようにする）が 28.1％と、
ほぼ同数で「人材育成・能力開発について特に方針を定めていない」が 27.6％であった。 
「数年先の事業展開を考慮して、その時必要となる人材を想定しながら能力開発を行ってい
る」（将来を見据えた人材育成）は 11.8％とであった。中小企業が多い沖縄では、将来を見
据えた人材育成まで余裕がないのであろうか。 

回答数 構成比
数年先の事業展開を考慮して、そ
の時必要となる人材を想定しながら 26 11.8%

今いる人材を前提にその能力をもう
一段アップできるよう能力開発を 71 32.1%

個々の従業員が当面の仕事をこな
すために必要な能力を身に着ける 62 28.1%

人材育成・能力開発について特に
方針を定めていない 61 27.6%

無回答 1 0.5%
　計 221 100.0%

0 20 40 60 80

数年先の事業展開を考慮し
て、その時必要となる人材… 

今いる人材を前提にその能
力をもう一段アップできるよ… 

個々の従業員が当面の仕事
をこなすために必要な能力… 

人材育成・能力開発につい
て特に方針を定めていない 

無回答 

数年先の事業展開
を考慮して、その時
必要となる人材を
想定しながら能力
開発を行っている 

12% 

今いる人材を前提
にその能力をもう一
段アップできるよう能
力開発を行っている 

32% 

個々の従業員が当
面の仕事をこなすた
めに必要な能力を
身に着けることを目
的に能力開発を

行っている 
28% 

人材育成・能力開
発について特に方
針を定めていない 

28% 

無回答 
0% 



3-3-4-3 教育訓練・研修（OFF-JT）の実施 平成 29年 1月～12月 
 

  
 
 

 

 
 平成 29年 1月から 12月間に、従業員の能力開発を図るために教育訓練・研修（OFF-JT）
を実施したかについて見ると、「実施した」が全体の 80.1％であった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

回答数 構成比
実施した 177 80.1%
実施しなかった 43 19.5%
無回答 1 0.5%
　計 221 100.0%

0 50 100 150 200

実施した 
実施しなかった 

無回答 

実施した 
80% 

実施しなかった 
20% 

無回答 
0% 



3-3-4-4 OFF-JTの対象従業員 
 

  
 

 

 
 
 OFF-JT の対象となった従業員は、「新入社員（入社後 3 年程度まで）」が 36.8％と一番
多く、次いで「中堅社員」の 22.2％、「直接雇用の非正社員」の 15.0％で、「管理職層」の
13.9％を上回っていた。企業の多くは、新入社員や直接雇用の非正社員といった新しい従
業員を戦力にすることがに力を注いでいるように推測される。 
 
 
 
 
 
 

回答数 構成比
新入社員（入社後3年程度まで） 133 36.8%
中堅社員 80 22.2%
管理職層 50 13.9%
直接雇用の非正社員 54 15.0%
無回答 44 12.2%
　計 361 100.0%

0 50 100 150

新入社員（入社後3… 

中堅社員 

管理職層 

直接雇用の非正社員 

無回答 

新入社員（入社後
3年程度まで） 

37% 

中堅社員 
22% 

管理職層 
14% 

直接雇用の非正社
員 

15% 

無回答 
12% 



3-3-4-5 OFF-JTの実施主体（複数回答） 

  
 

「無回答」を省いた円グラフ 

 
 OFF-JT の実施主体は、「自社で実施」が 57％と過半数であった。次いで、「親会社・グ
ループ会社」が 20％となっており、ほとんどが独自又はグループによって実施されている。 
少数ではあるが、「沖縄コンベンションビューロー」（7％）、「業界団体」（6％）、「商工会議
所などの経営者団体」（5％）、「民間教育訓練機関」（4％）と業界などで実施している。 
「専修学校、専門学校」や「大学、大学院等」、「職業能力開発協会」などの教育機関での実
施はなかった。教育機関としては課題である。 
 

回答数 構成比
自社で実施 155 49.1%
親会社・グループ会社 54 17.1%
公共職業訓練機関 0 0.0%
民間教育訓練機関 11 3.5%
商工会議所など経営者団体 13 4.1%
業界団体 15 4.7%
沖縄観光コンベンションビューロー 20 6.3%
職業能力開発協会 0 0.0%
専修学校・専門学校 0 0.0%
大学、大学院等 0 0.0%
その他 4 1.3%
無回答 44 13.9%
　計 316 100.0%

0 100 200

自社で実施 
親会社・グループ会社 
公共職業訓練機関 
民間教育訓練機関 

商工会議所など経営者… 
業界団体 

沖縄観光コンベンション… 
職業能力開発協会 

専修学校・専門学校 
大学、大学院等 

その他 
無回答 

自社で実施 
57% 

親会社・グループ会
社 

20% 

民間教育訓練機関 
4% 

商工会議所など経
営者団体 

5% 

業界団体 
6% 

沖縄観光コンベン
ションビューロー 

7% 
その他 
1% 



3-3-4-6 実施した OFF-JTの種類（複数回答） 
 

  
 

「無回答」を省いた円グラフ 

 

 

回答数 構成比
各階層ごとに求められる知識・技能を
習得させる研修 62 14.9%

仕事をする上での基本的な心構えや
ビジネスの基礎知識を習得する研修 126 30.3%

マネジメント能力を高める研修 33 7.9%
仕事に関連した資格の取得のための 13 3.1%
課題解決能力を高めるための研修 12 2.9%
業界理解のための研修 28 6.7%
中長期的なキャリア設計に関する研 6 1.4%
語学・国際化対応能力を高めるため 8 1.9%
OA・コンピューター・IT活用能力の研 2 0.5%
総務・人事・財務・広報等の研修 6 1.4%
法務・法令遵守に関する研修 16 3.8%
コミュニケーション能力を高めるための
研修 60 14.4%

無回答 44 10.6%
　計 416 100.0%

0 50 100 150

各階層ごとに求めら… 

仕事をする上での基… 

マネジメント能力を… 

仕事に関連した資… 

課題解決能力を高… 

業界理解のための… 

中長期的なキャリア… 

語学・国際化対応… 

OA・コンピューター・… 

総務・人事・財務・… 

法務・法令遵守に… 

コミュニケーション能… 

無回答 

各階層ごとに求められ
る知識・技能を習得さ

せる研修 
17% 

仕事をする上での基
本的な心構えやビジネ
スの基礎知識を習得

する研修 
34% 

マネジメント能力を高
める研修 

9% 

仕事に関連した資格
の取得のための研修 

3% 

課題解決能力を高め
るための研修 

3% 

業界理解のための研
修 
7% 

中長期的なキャリア設
計に関する研修 

2% 

語学・国際化対応能
力を高めるための研修 

2% 

OA・コンピューター・IT
活用能力の研修 

1% 

総務・人事・財務・広
報等の研修 

2% 

法務・法令遵守に関
する研修 

4% 
コミュニケーション能力
を高めるための研修 

16% 



平成 29 年 1 月から 12 月間で実施した OFF-JT について見てみると、新入社員対象の
OFF-JTが多かったのと同様に「仕事をする上での基本的な心構えやビジネスの基礎知識を
習得する研修」の 34％と一番多かった。同じように新入社員向けの内容として「業界理解
のための研修」も 7％と多い方であった。 
 また、新入社員や中堅社員を対象とした「各階層に求められる知識・技能を習得させる研
修」が 17％や「コミュニケーション能力を高めるための研修」が 16％と多かった。管理者
層向けの「マネジメント能力を高める研修」も 9％となっている。 
 「語学・国際化対応能力を高めるための研修」（2％）や「中長期的なキャリア設計に関
する研修」（2％）などは、思っていたほど実施されていなかった。 
 
 
3-3-4-7 自己啓発に対する支援 平成 29年 1月～12月 
 

  
 
 

 
 平成 29年 1月から 12月間に、従業員の自己啓発に対して、支援したかについて見ると、
「支援した」が全体の 60.2％となり、OFF-JT実施に比べると低い数値となった。 

回答数 構成比
支援した 133 60.2%
支援しなかった 86 38.9%
無回答 2 0.9%
　計 221 100.0%

0 50 100 150

支援した 
支援しなかった 

無回答 



3-3-4-8 自己啓発に対しての支援 
 

   

 
「無回答」を省いた円グラフ 

 
 
 自己啓発に対する支援について見ると、「特に支援は行っていない」が 24％と一番多く、
次いで「受講料などの金銭的支援」が 23％、「就業時間の配慮」が 15％、「社内での自主的
な勉強会等への援助」及び「教育訓練休暇（有給・無給）の付与」が共に 13％、「教育訓練
機関、通信教育等に関する情報提供」が 12％との順になっている。 
 就業時間の配慮や休暇よりは金銭的支援が多いのも、人手不足からなのか。 
 
 
 

回答数 構成比
受講料などの金銭的支援 74 22.2%
社内での自主的な勉強会等への援 41 12.3%
教育訓練休暇（有給・無給）の付 44 13.2%
就業時間の配慮 48 14.4%
教育訓練機関、通信教育等に関す 39 11.7%
特に支援を行っていない 77 23.1%
無回答 10 3.0%
　計 333 100.0%

0 50 100

社内での自主的な勉… 
教育訓練休暇（有… 

就業時間の配慮 
教育訓練機関、通信… 

特に支援を行っていない 
無回答 

受講料などの金銭的
支援  
23% 

社内での自主的な勉
強会等への援助 

13% 

教育訓練休暇（有
給・無給）の付与 

13% 

就業時間の配慮 
15% 

教育訓練機関、通信
教育等に関する情報

提供 
12% 

特に支援を行っていな
い 

24% 



3-3-4-9 人材育成・能力開発の課題（複数回答） 
 

  
 
 

 
 
 人材育成・能力開発の課題は、「指導する人材が不足している」が一番多い 24.7％で次い
で、「人材を育成しても辞めてしまう」が 21.9％、「育成を行うための金銭的余裕がない」
が 16.9％、「人材育成を行う時間がない」が 12.1％と続いている。 
 回答率ではそれほど多くはないが「適切な教育訓練機関がない」は 34社（8.6％）や「人
材育成の方法がわからない」は 32 社（8.1％）と専修学校としての存在意義が問われると
こでもある。 
 

回答数 構成比
人材を育成しても辞めてしまう 87 21.9%
指導する人材が不足している 98 24.7%
育成を行うための金銭的余裕がない 67 16.9%
人材育成を行う時間がない 48 12.1%
人材育成の方法がわからない 32 8.1%
適切な教育訓練機関がない 34 8.6%
人材育成に活用できる教材がない 14 3.5%
特に課題はない 11 2.8%
その他 0 0.0%
無回答 6 1.5%
　計 397 100.0%
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指導する人材が不足して… 
育成を行うための金銭的… 

人材育成を行う時間がない 
人材育成の方法がわから… 

適切な教育訓練機関がない 
人材育成に活用できる教… 

特に課題はない 
その他 

無回答 

人材を育成しても辞
めてしまう  

22% 

指導する人材が不足
している 
25% 

育成を行うための金
銭的余裕がない 

17% 

人材育成を行う時間
がない 
12% 

人材育成の方法が
わからない 

8% 

適切な教育訓練機
関がない 

9% 

人材育成に活用でき
る教材がない 

3% 

特に課題はない 
3% 

無回答 
1% 



3-3-4-10 教育訓練や能力開発に行政支援への要望（複数回答） 
 

  
 
 

 
 
教育訓練や能力開発に行政支援への要望を見てみると、「訓練を実施する事業主への助成

金の拡充」（24.1％）、「教育訓練機関との連携」（18.2％）、「在職者訓練の拡充」（15.3％）、
「若年者への講習会の実施」（13.0％）、「企業ニーズに応じたオーダーメイド型訓練」
（12.7％）の順になっている。「在職者訓練」も含め「教育訓練機関との連携」を望んでい
る企業は 77 社もあり、また、「若年者への講習会の実施」なども十分に連携が図れるもの
である。 

回答数 構成比
訓練を実施する事業主への助成金の拡充 102 24.1%
在職者訓練の拡充 65 15.3%
企業ニーズに応じたオーダーメイド型訓練 54 12.7%
指導力強化の勉強会 34 8.0%
若年者への講習会の実施 55 13.0%
訓練用教材の開発 30 7.1%
教育訓練機関との連携 77 18.2%
特にない 5 1.2%
その他 0 0.0%
無回答 2 0.5%
　計 424 100.0%

0 50 100 150

訓練を実施する事業… 
在職者訓練の拡充 

企業ニーズに応じたオー… 
指導力強化の勉強会 
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訓練用教材の開発 

教育訓練機関との連携 
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在職者訓練の拡充 
15% 

企業ニーズに応じた
オーダーメイド型訓練 

13% 

指導力強化の勉強
会 
8% 

若年者への講習会の
実施 
13% 

訓練用教材の開発 
7% 

教育訓練機関との連
携 

18% 

特にない 
1% 

無回答 
1% 



3-3-4-11 教育・訓練機関としての専修学校・専門学校との連携（複数回答） 
 

   
 

 

 
 専修学校との連携については、現在実施している又は今後実施したいものについての質問
であるが、一番多かったのは「インターンシップの受入」が 41.1％であったが、人手とし
て受け入れるのか実施の実習として受け入れるのかは不明である。次いで、「貴社から講師・
専門家の学校への派遣」（17.6％）、「企業見学の受入」（17.0％）となった。 
 多くの企業が何らかの形で専修学校との連携を考えている結果であった。 
 
 

回答数 構成比
企業見学の受入 58 17.0%
インターンシップの受入 140 41.1%
貴社から講師・専門家の学校への派遣 60 17.6%
専門学校から貴社への講師等の派遣 10 2.9%
専門学校での研修に参加 20 5.9%
共同でカリキュラム・教材の開発 10 2.9%
特に連携はない 38 11.1%
その他 1 0.3%
無回答 4 1.2%
　計 341 100.0%
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企業見学の受入 

インターンシップの受入 

貴社から講師・専門家… 

専門学校から貴社への… 

専門学校での研修に参加 

共同でカリキュラム・教… 

特に連携はない 

その他 

無回答 

企業見学の受入 
17% 

インターンシップの受
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41% 貴社から講師・専門
家の学校への派遣 

18% 

専門学校から貴社へ
の講師等の派遣 

3% 

専門学校での研修に
参加 
6% 

共同でカリキュラム・
教材の開発 

3% 

特に連携はない 
11% 無回答 

1% 



3-3-4-12 観光人材育成や専門学校との連携について（自由意見） 
 
・現在、専門学校と企業連携授業を実施しており、今後も継続していく予定である。 
・観光産業の賃金が低いとおもわれるので、観光産業の社会的地位向上を業界全体で取り組
む方法を検討する機関があれば教えてください。 

・弊社が北部地区の為インターンシップを積極的に受け入れる意思は伝えているが遠いので
来ない。 

・添乗業務は、旅行サービスの基本業務を習得できるため。観光系専門学校などの学生のう
ちから添乗経験を学んでもらいたい。例えば弊社在籍の添乗員とともに添乗業務を数回に
わたり（1回限りではなく）経験させ、その後旅程管理資格をとってもらうなど、実務を
学び即戦力となる人材を育ててもらいたい。 

・専門学校や大学で特別授業を不定期的に行っている 
・学校側は社会に出る前に実践が詰めること、企業としては、人材不足を補うことにメリッ
トがあるので、今後も積極的な連携が必要だと思う。学生のニーズと企業のニーズのアン
マッチを防ぐことにもつながる。 

・現場に求められる能力や人材傾向等の情報共有をもって、より良い人材育成が育めたらベ
ースアップになるかと思う。 

・企業と専門学校が情報共有や意見交換ができる場があれば良いのですが。 
・専門学校では、どのような人材を目指して教育しているのか、話を聞いてみたい。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



3-3-5 「主な業種」を列項目にしたクロス集計 

3-3-5-1 「主な業種」と「主な営業地域」 

 

 それぞれの業種の営業地域の分布関係を示した表である。 
  
 
3-3-5-2 「主な業種」と「開業年数」 

 
 「宿泊サービス」、「旅行業」「旅客運輸サービス」「小売」などは、比較的開業年数が長い企業が多いが、「飲食サービス」や「エ
ステ・スパ」「ダイビング」などは比較的新しい企業が多い。 
 
 

人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比
那覇 125 56.6% 19 43.2% 25 67.6% 21 58.3% 1 16.7% 6 50.0% 6 60.0% 9 40.9% 19 73.1% 2 100.0% 6 46.2% 0 0.0% 6 100.0% 3 100.0% 2 100.0%
北部 31 14.0% 8 18.2% 1 2.7% 9 25.0% 3 50.0% 0 0.0% 0 0.0% 7 31.8% 1 3.8% 0 0.0% 1 7.7% 1 50.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%
中部 39 17.6% 7 15.9% 5 13.5% 4 11.1% 0 0.0% 2 16.7% 4 40.0% 6 27.3% 4 15.4% 0 0.0% 6 46.2% 1 50.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%
南部 13 5.9% 5 11.4% 2 5.4% 2 5.6% 2 33.3% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 2 7.7% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%
八重山諸島 7 3.2% 2 4.5% 3 8.1% 0 0.0% 0 0.0% 2 16.7% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%
宮古諸島 6 2.7% 3 6.8% 1 2.7% 0 0.0% 0 0.0% 2 16.7% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%
慶良間諸島 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%
その他離島 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%
無回答 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%
合計 221 100.0% 44 100.0% 37 100.0% 36 100.0% 6 100.0% 12 100.0% 10 100.0% 22 100.0% 26 100.0% 2 100.0% 13 100.0% 2 100.0% 6 100.0% 3 100.0% 2 100.0%

レンタカー・レンタルサイクル 空港サービス（グランドスタッフ・ハンドリングスタッフ） その他リゾートウエディング 旅行業 旅客運輸サービス（航空機） 旅客運輸サービス（タクシー） 旅客運輸サービス（バス）
選択項目

総計 宿泊サービス 飲食サービス 小売 観光施設（テーマパーク、体験型施設） 観光施設（マリンレジャー、ダイビング、観光船） 観光施設（エステ・スパ）

選択項目
人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比

3年未満 21 9.5% 2 4.5% 11 29.7% 0 0.0% 0 0.0% 1 8.3% 4 40.0% 3 13.6% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%
3年以上～5年未満 37 16.7% 8 18.2% 9 24.3% 5 13.9% 0 0.0% 4 33.3% 6 60.0% 4 18.2% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 1 16.7% 0 0.0% 0 0.0%
5年以上～10年未満 55 24.9% 12 27.3% 13 35.1% 11 30.6% 2 33.3% 1 8.3% 0 0.0% 9 40.9% 3 11.5% 0 0.0% 2 15.4% 0 0.0% 2 33.3% 0 0.0% 0 0.0%
10年以上～20年未満 50 22.6% 11 25.0% 4 10.8% 8 22.2% 3 50.0% 4 33.3% 0 0.0% 6 27.3% 6 23.1% 0 0.0% 5 38.5% 0 0.0% 2 33.3% 0 0.0% 1 50.0%
20年以上 58 26.2% 11 25.0% 0 0.0% 12 33.3% 1 16.7% 2 16.7% 0 0.0% 0 0.0% 17 65.4% 2 100.0% 6 46.2% 2 100.0% 1 16.7% 3 100.0% 1 50.0%
無回答 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%
合計 221 100.0% 44 100.0% 37 100.0% 36 100.0% 6 100.0% 12 100.0% 10 100.0% 22 100.0% 26 100.0% 2 100.0% 13 100.0% 2 100.0% 6 100.0% 3 100.0% 2 100.0%

総計 宿泊サービス 飲食サービス 小売 観光施設（テーマパーク、体験型施設） 旅客運輸サービス（バス） レンタカー・レンタルサイクル 空港サービス（グランドスタッフ・ハンドリングスタッフ） その他観光施設（マリンレジャー、ダイビング、観光船） 観光施設（エステ・スパ） リゾートウエディング 旅行業 旅客運輸サービス（航空機） 旅客運輸サービス（タクシー）



3-3-5-3 「主な業種」と「事業規模（従業員数）」 

 
 
 業種別の事業規模を見ると、「宿泊サービス」や「観光施設（テーマパーク）」、「旅客運輸サービス（航空機）」「空港サービス」
は、比較的事業規模が大きい企業が多いが、「飲食サービス」や「小売」「マリンレジャー、ダイビング」「エステ・スパ」「旅客運
輸サービス（航空機除く）」は規模の小さい企業が多い。 
 
 
3-3-5-4 「主な事業」と「従業員過不足」 

 
 
 業種別の従業員過不足を見ると、「宿泊サービス」や「旅客運輸サービス（航空機）」や「空港サービス」などは、現在、不足し
ているか、今後不足する見込みで人材不足が業界として深刻な業種であるに対し、「飲食サービス」や「小売」「観光施設」「リゾ
ートウェディング」や「旅行業」「旅客運輸サービス（タクシー）」などは、業界全体ではなく企業ごとに不足している企業から適
正または過剰である企業まである。 

選択項目
人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比

10人未満 39 17.6% 0 0.0% 15 40.5% 8 22.2% 0 0.0% 5 41.7% 8 80.0% 0 0.0% 2 7.7% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 1 50.0%
10人以上～50人未満 112 50.7% 9 20.5% 22 59.5% 23 63.9% 0 0.0% 6 50.0% 2 20.0% 15 68.2% 16 61.5% 0 0.0% 13 100.0% 2 100.0% 3 50.0% 0 0.0% 1 50.0%
50人以上～100人未満 41 18.6% 18 40.9% 0 0.0% 5 13.9% 3 50.0% 1 8.3% 0 0.0% 6 27.3% 6 23.1% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 2 33.3% 0 0.0% 0 0.0%
100人以上～300人未満 19 8.6% 14 31.8% 0 0.0% 0 0.0% 3 50.0% 0 0.0% 0 0.0% 1 4.5% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 1 16.7% 0 0.0% 0 0.0%
300人以上 10 4.5% 3 6.8% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 2 7.7% 2 100.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 3 100.0% 0 0.0%
無回答 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%
合計 221 100.0% 44 100.0% 37 100.0% 36 100.0% 6 100.0% 12 100.0% 10 100.0% 22 100.0% 26 100.0% 2 100.0% 13 100.0% 2 100.0% 6 100.0% 3 100.0% 2 100.0%

旅客運輸サービス（バス） レンタカー・レンタルサイクル 空港サービス（グランドスタッフ・ハンドリングスタッフ） その他観光施設（マリンレジャー、ダイビング、観光船） 観光施設（エステ・スパ） リゾートウエディング 旅行業 旅客運輸サービス（航空機） 旅客運輸サービス（タクシー）総計 宿泊サービス 飲食サービス 小売 観光施設（テーマパーク、体験型施設）

選択項目
人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比

現在、不足している 112 50.7% 30 68.2% 23 62.2% 8 22.2% 3 50.0% 9 75.0% 6 60.0% 12 54.5% 8 30.8% 2 100.0% 2 15.4% 2 100.0% 3 50.0% 3 100.0% 1 50.0%
現在は不足していないが今 62 28.1% 14 31.8% 11 29.7% 13 36.1% 1 16.7% 2 16.7% 2 20.0% 7 31.8% 6 23.1% 0 0.0% 4 30.8% 0 0.0% 2 33.3% 0 0.0% 0 0.0%
現在・今後ともほぼ適正 37 16.7% 0 0.0% 3 8.1% 12 33.3% 2 33.3% 1 8.3% 2 20.0% 2 9.1% 8 30.8% 0 0.0% 5 38.5% 0 0.0% 1 16.7% 0 0.0% 1 50.0%
現在、過剰である 9 4.1% 0 0.0% 0 0.0% 3 8.3% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 4 15.4% 0 0.0% 2 15.4% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%
無回答 1 0.5% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 1 4.5% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%
合計 221 100.0% 44 100.0% 37 100.0% 36 100.0% 6 100.0% 12 100.0% 10 100.0% 22 100.0% 26 100.0% 2 100.0% 13 100.0% 2 100.0% 6 100.0% 3 100.0% 2 100.0%

旅客運輸サービス（バス） レンタカー・レンタルサイクル 空港サービス（グランドスタッフ・ハンドリングスタッフ） その他観光施設（マリンレジャー、ダイビング、観光船） 観光施設（エステ・スパ） リゾートウエディング 旅行業 旅客運輸サービス（航空機） 旅客運輸サービス（タクシー）総計 宿泊サービス 飲食サービス 小売 観光施設（テーマパーク、体験型施設）



3-3-5-6 「主な事業」と「不足人材の領域」 

 
 
 業種別の不足人材の領域を見てみると、「宿泊サービス」や「観光施設（テーマパーク）」や「旅行業」などは、経営人材から実
務人材・現場スタッフまで幅広い人材が不足している。また、「飲食サービス」や「小売」や「マリンレジャー・ダイビング」「エ
ステ・スパ」「リゾートウェディング」「空港サービス」などは実務人材・現場スタッフが不足している。逆に「旅客運輸サービス
（航空機）」は、経営人材や中核的人材が不足している。 
 
 
3-3-5-7 「主な事業」と「従業員採用時の課題」 

 

 

選択項目
人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比

観光産業を牽引する経営 14 4.7% 5 6.4% 0 0.0% 0 0.0% 2 16.7% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 5 13.5% 2 50.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%
地域の観光産業を担う中 18 6.0% 13 16.7% 0 0.0% 0 0.0% 1 8.3% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 2 5.4% 2 50.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%
マネージメント人材 62 20.7% 24 30.8% 8 17.8% 4 10.0% 4 33.3% 2 14.3% 4 28.6% 4 15.4% 9 24.3% 0 0.0% 1 6.7% 0 0.0% 1 14.3% 0 0.0% 1 50.0%
実務人材・現場スタッフ 162 54.2% 34 43.6% 34 75.6% 21 52.5% 3 25.0% 11 78.6% 10 71.4% 21 80.8% 11 29.7% 0 0.0% 7 46.7% 2 100.0% 5 71.4% 3 100.0% 0 0.0%
その他 3 1.0% 2 2.6% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 1 6.7% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%
無回答 40 13.4% 0 0.0% 3 6.7% 15 37.5% 2 16.7% 1 7.1% 0 0.0% 1 3.8% 10 27.0% 0 0.0% 6 40.0% 0 0.0% 1 14.3% 0 0.0% 1 50.0%
合計 299 100.0% 78 100.0% 45 100.0% 40 100.0% 12 100.0% 14 100.0% 14 100.0% 26 100.0% 37 100.0% 4 100.0% 15 100.0% 2 100.0% 7 100.0% 3 100.0% 2 100.0%

旅客運輸サービス（バス） レンタカー・レンタルサイクル 空港サービス（グランドスタッフ・ハンドリングスタッフ） その他観光施設（マリンレジャー、ダイビング、観光船） 観光施設（エステ・スパ） リゾートウエディング 旅行業 旅客運輸サービス（航空機） 旅客運輸サービス（タクシー）総計 宿泊サービス 飲食サービス 小売 観光施設（テーマパーク、体験型施設）

選択項目
人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比

求人に対する応募が少ない 99 19.0% 30 22.4% 15 19.0% 11 15.5% 4 19.0% 7 21.2% 2 9.1% 8 14.5% 9 18.8% 0 0.0% 6 22.2% 1 33.3% 2 20.0% 3 25.0% 1 25.0%
求めているレベルの人材が 142 27.3% 35 26.1% 23 29.1% 13 18.3% 6 28.6% 9 27.3% 8 36.4% 14 25.5% 20 41.7% 0 0.0% 7 25.9% 0 0.0% 4 40.0% 3 25.0% 0 0.0%
採用にかける予算が足りな 33 6.3% 6 4.5% 6 7.6% 5 7.0% 3 14.3% 6 18.2% 2 9.1% 2 3.6% 1 2.1% 0 0.0% 2 7.4% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%
採用してもすぐに辞めてしま 86 16.5% 24 17.9% 16 20.3% 14 19.7% 3 14.3% 4 12.1% 4 18.2% 9 16.4% 4 8.3% 0 0.0% 2 7.4% 0 0.0% 3 30.0% 3 25.0% 0 0.0%
他社との人材獲得競争が 51 9.8% 7 5.2% 5 6.3% 9 12.7% 2 9.5% 3 9.1% 4 18.2% 6 10.9% 4 8.3% 2 100.0% 2 7.4% 2 66.7% 1 10.0% 3 25.0% 1 25.0%
高い賃金を払わないと人が 49 9.4% 5 3.7% 8 10.1% 16 22.5% 1 4.8% 4 12.1% 2 9.1% 8 14.5% 4 8.3% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 1 25.0%
応募者が中高年に偏る 47 9.0% 27 20.1% 2 2.5% 0 0.0% 2 9.5% 0 0.0% 0 0.0% 6 10.9% 2 4.2% 0 0.0% 8 29.6% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%
応募者が若年者に偏る 4 0.8% 0 0.0% 4 5.1% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%
その他 3 0.6% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 1 1.8% 2 4.2% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%
特に課題はない 6 1.2% 0 0.0% 0 0.0% 3 4.2% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 2 4.2% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 1 25.0%
無回答 1 0.2% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 1 1.8% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%
合計 521 100.0% 134 100.0% 79 100.0% 71 100.0% 21 100.0% 33 100.0% 22 100.0% 55 100.0% 48 100.0% 2 100.0% 27 100.0% 3 100.0% 10 100.0% 12 100.0% 4 100.0%

旅客運輸サービス（バス） レンタカー・レンタルサイクル 空港サービス（グランドスタッフ・ハンドリングスタッフ） その他観光施設（マリンレジャー、ダイビング、観光船） 観光施設（エステ・スパ） リゾートウエディング 旅行業 旅客運輸サービス（航空機） 旅客運輸サービス（タクシー）総計 宿泊サービス 飲食サービス 小売 観光施設（テーマパーク、体験型施設）



業種別の従業員採用時の課題を見ると、全業種に共通しているのは、「求人に対する応募が少ない」や「求めているレベルの人
材が採用できない」や「採用してもすぐに辞めてしまう」である。求める人材の質・量ともに人材不足である。「採用にかける予
算が足りない」などは中小企業の多い沖縄では予算が少ないため、採用も困難である。また、宿泊サービスや旅客運輸サービス（タ
クシー）などは「応募者が中高年に偏る」など採用にも高齢化の課題があらわれている。 
 
 
3-3-5-8 「主な業種」と「従業員の定着対策」 

 

 
 業種別に従業員の定着対策として取組んでいるのは、全業種共通しているのは「賃金などの処遇をアップする」や「快適な職場
環境」である。人員確保が難しい中で「長時間労働の抑制」や「休暇や休日を増やす」といった取組を実施する企業は、従業員の
不足感が少なかった「旅行業」や「タクシー」であった。 
 
 
 
 
 
 

選択項目
人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比

賃金などの処遇をアップする 114 20.8% 31 23.5% 15 25.9% 16 21.1% 5 22.7% 6 23.1% 6 30.0% 13 20.6% 10 12.7% 0 0.0% 4 12.1% 1 20.0% 3 27.3% 3 33.3% 1 20.0%
長時間労働の抑制 43 7.8% 11 8.3% 2 3.4% 5 6.6% 3 13.6% 1 3.8% 2 10.0% 7 11.1% 8 10.1% 0 0.0% 1 3.0% 1 20.0% 1 9.1% 0 0.0% 1 20.0%
休暇や休日を増やす 34 6.2% 1 0.8% 4 6.9% 5 6.6% 0 0.0% 3 11.5% 4 20.0% 10 15.9% 6 7.6% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 1 9.1% 0 0.0% 0 0.0%
個人の成果を処遇に反映 29 5.3% 5 3.8% 3 5.2% 0 0.0% 1 4.5% 1 3.8% 2 10.0% 0 0.0% 8 10.1% 2 20.0% 6 18.2% 0 0.0% 1 9.1% 0 0.0% 0 0.0%
個人の能力を処遇に反映 43 7.8% 11 8.3% 5 8.6% 9 11.8% 1 4.5% 1 3.8% 2 10.0% 5 7.9% 5 6.3% 2 20.0% 1 3.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 1 20.0%
福利厚生の充実 65 11.8% 20 15.2% 5 8.6% 11 14.5% 3 13.6% 2 7.7% 0 0.0% 7 11.1% 7 8.9% 0 0.0% 5 15.2% 1 20.0% 1 9.1% 3 33.3% 0 0.0%
経営方針や経営戦略を従 56 10.2% 12 9.1% 2 3.4% 9 11.8% 2 9.1% 1 3.8% 0 0.0% 7 11.1% 14 17.7% 2 20.0% 4 12.1% 0 0.0% 2 18.2% 0 0.0% 1 20.0%
能力開発や教育訓練の充 29 5.3% 12 9.1% 0 0.0% 3 3.9% 2 9.1% 1 3.8% 0 0.0% 4 6.3% 4 5.1% 2 20.0% 1 3.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%
快適な職場環境 115 20.9% 27 20.5% 14 24.1% 15 19.7% 5 22.7% 8 30.8% 4 20.0% 9 14.3% 15 19.0% 2 20.0% 9 27.3% 2 40.0% 2 18.2% 3 33.3% 0 0.0%
特に重視している取組はな 18 3.3% 0 0.0% 8 13.8% 3 3.9% 0 0.0% 2 7.7% 0 0.0% 0 0.0% 2 2.5% 0 0.0% 2 6.1% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 1 20.0%
無回答 3 0.5% 2 1.5% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 1 1.6% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%
合計 549 100.0% 132 100.0% 58 100.0% 76 100.0% 22 100.0% 26 100.0% 20 100.0% 63 100.0% 79 100.0% 10 100.0% 33 100.0% 5 100.0% 11 100.0% 9 100.0% 5 100.0%

旅客運輸サービス（バス） レンタカー・レンタルサイクル 空港サービス（グランドスタッフ・ハンドリングスタッフ） その他観光施設（マリンレジャー、ダイビング、観光船） 観光施設（エステ・スパ） リゾートウエディング 旅行業 旅客運輸サービス（航空機） 旅客運輸サービス（タクシー）総計 宿泊サービス 飲食サービス 小売 観光施設（テーマパーク、体験型施設）



3-3-5-9 「主な業種」と「外国人の雇用」 

 

 
 業種別に外国人の雇用について見ると、「エステ・スパ」「旅客運輸サービス」及び「レンタカー」が現在、外国人を雇用してい
ないが、これらの業種を含み、ほぼ全ての業種が、今後雇用を考えると回答している。 
 また、「飲食サービス」や「小売」「エステ・スパ」「タクシー」「バス」などは、今後とも雇用しないと回答している企業もある。
特に「タクシー」や「バス」「エステ・スパ」に多い。 
 
 
3-3-5-10 「主な業種」と「外国人従業員数」 

 
 
 業種別と外国人従業員数を見ると、外国人を雇用している企業の多数が「4 人以下」であるが、一部企業では「5 人以上～10
人未満」のところもある。特に「宿泊サービス」は「20 人以上」の企業が 2 社ある。また、「空港サービス」では全社が「10 人
以上～20人未満」であり、各企業での外国人従業員数も今後も増加するとみられる。 

選択項目
人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比

現在、雇用している 92 41.6% 32 72.7% 12 32.4% 15 41.7% 3 50.0% 8 66.7% 0 0.0% 10 45.5% 9 34.6% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 3 100.0% 0 0.0%
現在は雇用していないが、 82 37.1% 12 27.3% 16 43.2% 16 44.4% 3 50.0% 4 33.3% 4 40.0% 11 50.0% 8 30.8% 2 100.0% 1 7.7% 0 0.0% 5 83.3% 0 0.0% 0 0.0%
現在・今後とも雇用しない 37 16.7% 0 0.0% 9 24.3% 5 13.9% 0 0.0% 0 0.0% 6 60.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 12 92.3% 2 100.0% 1 16.7% 0 0.0% 2 100.0%
無回答 10 4.5% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 1 4.5% 9 34.6% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%
合計 221 100.0% 44 100.0% 37 100.0% 36 100.0% 6 100.0% 12 100.0% 10 100.0% 22 100.0% 26 100.0% 2 100.0% 13 100.0% 2 100.0% 6 100.0% 3 100.0% 2 100.0%

旅客運輸サービス（バス） レンタカー・レンタルサイクル 空港サービス（グランドスタッフ・ハンドリングスタッフ） その他観光施設（マリンレジャー、ダイビング、観光船） 観光施設（エステ・スパ） リゾートウエディング 旅行業 旅客運輸サービス（航空機） 旅客運輸サービス（タクシー）総計 宿泊サービス 飲食サービス 小売 観光施設（テーマパーク、体験型施設）

選択項目
人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比

4人以下 61 27.6% 14 31.8% 12 32.4% 12 33.3% 1 16.7% 7 58.3% 0 0.0% 8 36.4% 7 26.9% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%
5人以上～10人未満 23 10.4% 15 34.1% 0 0.0% 3 8.3% 2 33.3% 1 8.3% 0 0.0% 2 9.1% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%
10人以上～20人未満 4 1.8% 1 2.3% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 3 100.0% 0 0.0%
20人以上 4 1.8% 2 4.5% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 2 7.7% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%
無回答 129 58.4% 12 27.3% 25 67.6% 21 58.3% 3 50.0% 4 33.3% 10 100.0% 12 54.5% 17 65.4% 2 100.0% 13 100.0% 2 100.0% 6 100.0% 0 0.0% 2 100.0%
合計 221 100.0% 44 100.0% 37 100.0% 36 100.0% 6 100.0% 12 100.0% 10 100.0% 22 100.0% 26 100.0% 2 100.0% 13 100.0% 2 100.0% 6 100.0% 3 100.0% 2 100.0%

旅客運輸サービス（バス） レンタカー・レンタルサイクル 空港サービス（グランドスタッフ・ハンドリングスタッフ） その他観光施設（マリンレジャー、ダイビング、観光船） 観光施設（エステ・スパ） リゾートウエディング 旅行業 旅客運輸サービス（航空機） 旅客運輸サービス（タクシー）総計 宿泊サービス 飲食サービス 小売 観光施設（テーマパーク、体験型施設）



3-3-5-11 「主な業種」と「外国人の国籍」 

 
 
 外国人を雇用している業種を見ると、「中国」「韓国」及び「台湾」はほとんどの業種で雇用されていることがわかる。また、「宿
泊サービス」や「飲食サービス」では、国籍の幅が広いこともわかる。今回の調査で沖縄への観光入域者数が多い「タイ」の従業
員がいなかった。 
 
 
 
 
 
 
 
 

選択項目
人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比

中国 63 21.1% 21 25.9% 6 14.0% 12 25.0% 3 30.0% 8 50.0% 0 0.0% 7 25.0% 6 18.8% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%
韓国 40 13.4% 19 23.5% 2 4.7% 3 6.3% 1 10.0% 3 18.8% 0 0.0% 7 25.0% 2 6.3% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 3 50.0% 0 0.0%
台湾 24 8.0% 11 13.6% 0 0.0% 3 6.3% 1 10.0% 1 6.3% 0 0.0% 2 7.1% 3 9.4% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 3 50.0% 0 0.0%
フィリピン 12 4.0% 8 9.9% 2 4.7% 0 0.0% 1 10.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 1 3.1% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%
ベトナム 3 1.0% 1 1.2% 2 4.7% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%
インドネシア 1 0.3% 1 1.2% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%
ネパール 13 4.3% 6 7.4% 3 7.0% 3 6.3% 1 10.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%
タイ 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%
ミャンマー 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%
インド 5 1.7% 0 0.0% 1 2.3% 3 6.3% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 1 3.1% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%
アメリカ 3 1.0% 1 1.2% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 2 6.3% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%
イギリス 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%
オセアニア 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%
ブラジル 4 1.3% 0 0.0% 1 2.3% 3 6.3% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%
その他 2 0.7% 1 1.2% 1 2.3% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%
無回答 129 43.1% 12 14.8% 25 58.1% 21 43.8% 3 30.0% 4 25.0% 10 100.0% 12 42.9% 17 53.1% 2 100.0% 13 100.0% 2 100.0% 6 100.0% 0 0.0% 2 100.0%
合計 299 100.0% 81 100.0% 43 100.0% 48 100.0% 10 100.0% 16 100.0% 10 100.0% 28 100.0% 32 100.0% 2 100.0% 13 100.0% 2 100.0% 6 100.0% 6 100.0% 2 100.0%

旅客運輸サービス（バス） レンタカー・レンタルサイクル 空港サービス（グランドスタッフ・ハンドリングスタッフ） その他観光施設（マリンレジャー、ダイビング、観光船） 観光施設（エステ・スパ） リゾートウエディング 旅行業 旅客運輸サービス（航空機） 旅客運輸サービス（タクシー）総計 宿泊サービス 飲食サービス 小売 観光施設（テーマパーク、体験型施設）



3-3-5-12 「主な業種」と「外国人を雇用する理由」 

 
 
 外国人を雇用する理由は、どの業種も多義であるが、「日本人従業員が集まらないから」と「外国人ならではの能力が必要だか
ら」の２つの理由が大きいが、「能力・人物本位で採用したら外国人だっただけ」とか「優秀だから」といった人物評価の理由も
少なくない。 
 
 
3-3-5-13 「主な業種」と「現在の従業員の仕事上の能力評価 管理職の正社員」 

 
 現在の管理職の正社員の仕事上の能力評価は、ほぼ全業種で「ある程度満足している」が一番多いことがわかるが、「宿泊サー
ビス」や「旅行業」や「タクシー」などは「あまり満足していない」が 2番目に多い。これは、管理職人材の質的な不足を表して
いる。 

選択項目
人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比

日本人従業員が集まらない 35 13.8% 19 33.9% 7 18.9% 0 0.0% 4 57.1% 1 7.1% 2 16.7% 2 7.7% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%
外国人ならではの能力が必 66 26.1% 18 32.1% 2 5.4% 6 14.3% 3 42.9% 7 50.0% 4 33.3% 9 34.6% 13 41.9% 0 0.0% 1 7.7% 0 0.0% 0 0.0% 3 100.0% 0 0.0%
外国人の方が利点が多い 8 3.2% 0 0.0% 0 0.0% 3 7.1% 0 0.0% 1 7.1% 0 0.0% 2 7.7% 2 6.5% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%
能力・人物本位で採用した 22 8.7% 10 17.9% 1 2.7% 6 14.3% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 2 7.7% 3 9.7% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%
優秀だから 18 7.1% 5 8.9% 1 2.7% 6 14.3% 0 0.0% 1 7.1% 0 0.0% 2 7.7% 3 9.7% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%
無回答 104 41.1% 4 7.1% 26 70.3% 21 50.0% 0 0.0% 4 28.6% 6 50.0% 9 34.6% 10 32.3% 2 100.0% 12 92.3% 2 100.0% 6 100.0% 0 0.0% 2 100.0%
合計 253 100.0% 56 100.0% 37 100.0% 42 100.0% 7 100.0% 14 100.0% 12 100.0% 26 100.0% 31 100.0% 2 100.0% 13 100.0% 2 100.0% 6 100.0% 3 100.0% 2 100.0%

旅客運輸サービス（バス） レンタカー・レンタルサイクル 空港サービス（グランドスタッフ・ハンドリングスタッフ） その他観光施設（マリンレジャー、ダイビング、観光船） 観光施設（エステ・スパ） リゾートウエディング 旅行業 旅客運輸サービス（航空機） 旅客運輸サービス（タクシー）総計 宿泊サービス 飲食サービス 小売 観光施設（テーマパーク、体験型施設）

選択項目
人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比

とても満足している 49 22.2% 7 15.9% 8 21.6% 12 33.3% 2 33.3% 5 41.7% 2 20.0% 4 18.2% 5 19.2% 0 0.0% 2 15.4% 0 0.0% 1 16.7% 0 0.0% 1 50.0%
ある程度満足している 138 62.4% 25 56.8% 27 73.0% 18 50.0% 4 66.7% 7 58.3% 8 80.0% 15 68.2% 14 53.8% 2 100.0% 8 61.5% 2 100.0% 4 66.7% 3 100.0% 1 50.0%
あまり満足していない 33 14.9% 12 27.3% 2 5.4% 6 16.7% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 2 9.1% 7 26.9% 0 0.0% 3 23.1% 0 0.0% 1 16.7% 0 0.0% 0 0.0%
全く満足していない 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%
該当する従業員がいない 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%
無回答 1 0.5% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 1 4.5% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%
合計 221 100.0% 44 100.0% 37 100.0% 36 100.0% 6 100.0% 12 100.0% 10 100.0% 22 100.0% 26 100.0% 2 100.0% 13 100.0% 2 100.0% 6 100.0% 3 100.0% 2 100.0%

旅客運輸サービス（バス） レンタカー・レンタルサイクル 空港サービス（グランドスタッフ・ハンドリングスタッフ） その他観光施設（マリンレジャー、ダイビング、観光船） 観光施設（エステ・スパ） リゾートウエディング 旅行業 旅客運輸サービス（航空機） 旅客運輸サービス（タクシー）総計 宿泊サービス 飲食サービス 小売 観光施設（テーマパーク、体験型施設）



3-3-5-14 「主な業種」と「現在の従業員の仕事上の能力評価 非管理職の正社員」 

 
 
 現在の非管理職の正社員の仕事上の能力評価は、「管理職の正社員」同様に、ほぼ全業種で「ある程度満足している」が一番多
いことがわかるが、「管理職の正社員」とは相違は、「あまり満足していない」が全業種で多いことである。また、「宿泊サービス」
においては、「全く満足していない」と回答した企業が 3社あった。ここでも、人材の質的不足が顕著に表れている。 
 
 
3-3-5-15 「主な業種」と「現在の従業員の仕事上の能力評価 直接雇用の非正社員」 

 

 現在の直接雇用の非正社員の仕事上の能力評価は、前 2者と同様にほぼ全業種で「ある程度満足している」が一番多いことがわ
かるが、「あまり満足していない」と回答した企業数と拮抗している点である。同じように「宿泊サービス」においては、「全く満
足していない」と回答した企業が 2社あった。ここでも、人材の質的不足が顕著に表れている。 

選択項目
人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比

とても満足している 24 10.9% 2 4.5% 4 10.8% 3 8.3% 2 33.3% 3 25.0% 2 20.0% 2 9.1% 4 15.4% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 1 16.7% 0 0.0% 1 50.0%
ある程度満足している 132 59.7% 23 52.3% 21 56.8% 24 66.7% 3 50.0% 7 58.3% 4 40.0% 14 63.6% 16 61.5% 2 100.0% 9 69.2% 2 100.0% 3 50.0% 3 100.0% 1 50.0%
あまり満足していない 48 21.7% 16 36.4% 4 10.8% 6 16.7% 1 16.7% 2 16.7% 2 20.0% 5 22.7% 6 23.1% 0 0.0% 4 30.8% 0 0.0% 2 33.3% 0 0.0% 0 0.0%
全く満足していない 3 1.4% 3 6.8% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%
該当する従業員がいない 13 5.9% 0 0.0% 8 21.6% 3 8.3% 0 0.0% 0 0.0% 2 20.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%
無回答 1 0.5% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 1 4.5% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%
合計 221 100.0% 44 100.0% 37 100.0% 36 100.0% 6 100.0% 12 100.0% 10 100.0% 22 100.0% 26 100.0% 2 100.0% 13 100.0% 2 100.0% 6 100.0% 3 100.0% 2 100.0%

旅客運輸サービス（バス） レンタカー・レンタルサイクル 空港サービス（グランドスタッフ・ハンドリングスタッフ） その他観光施設（マリンレジャー、ダイビング、観光船） 観光施設（エステ・スパ） リゾートウエディング 旅行業 旅客運輸サービス（航空機） 旅客運輸サービス（タクシー）総計 宿泊サービス 飲食サービス 小売 観光施設（テーマパーク、体験型施設）

選択項目
人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比

とても満足している 4 1.8% 0 0.0% 2 5.4% 0 0.0% 1 16.7% 1 8.3% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%
ある程度満足している 139 62.9% 23 52.3% 27 73.0% 21 58.3% 4 66.7% 7 58.3% 8 80.0% 14 63.6% 18 69.2% 2 100.0% 6 46.2% 2 100.0% 3 50.0% 3 100.0% 1 50.0%
あまり満足していない 67 30.3% 18 40.9% 8 21.6% 15 41.7% 1 16.7% 1 8.3% 0 0.0% 7 31.8% 8 30.8% 0 0.0% 6 46.2% 0 0.0% 3 50.0% 0 0.0% 0 0.0%
全く満足していない 2 0.9% 2 4.5% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%
該当する従業員がいない 6 2.7% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 3 25.0% 2 20.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 1 7.7% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%
無回答 3 1.4% 1 2.3% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 1 4.5% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 1 50.0%
合計 221 100.0% 44 100.0% 37 100.0% 36 100.0% 6 100.0% 12 100.0% 10 100.0% 22 100.0% 26 100.0% 2 100.0% 13 100.0% 2 100.0% 6 100.0% 3 100.0% 2 100.0%

旅客運輸サービス（バス） レンタカー・レンタルサイクル 空港サービス（グランドスタッフ・ハンドリングスタッフ） その他観光施設（マリンレジャー、ダイビング、観光船） 観光施設（エステ・スパ） リゾートウエディング 旅行業 旅客運輸サービス（航空機） 旅客運輸サービス（タクシー）総計 宿泊サービス 飲食サービス 小売 観光施設（テーマパーク、体験型施設）



3-3-5-16 「主な業種」と「従業員に対する人材育成・能力開発の方針」 

 
 
 業種別に人材育成・能力開発の方針を見てみると、業種ごとに特徴があることがわかる。 
 従業員規模が大きい企業が多い「宿泊サービス」や「旅客運輸サービス（航空機）」や「空港サービス」「旅行業」は、「数年先
の事業展開を考慮して、その時必要となる人材を想定しながら能力開発を行っている」と将来を見据えた人材育成を行っている企
業もあるが、従業員規模が小さい企業が多い「飲食サービス」や「小売」「マリンレジャー・ダイビング」や「エステ・スパ」「タ
クシー」などは、「人材育成・能力開発について特に方針を定めていない」企業も多い。 
 
 
3-3-5-17 「主な業種」と「平成 29年 1月～12月において、教育訓練・研修（OFF-JT）を実施したか」 

 
 
 業種別の OFF-JT の実施状況は、すべての業種で「実施した」が多数であったが、「飲食サービス」と「小売」では「実施しな
かった」企業も多かった。全体的にはどの業種も OFF-JTを通じて人材の育成を図っている。 
 

選択項目
人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比

数年先の事業展開を考慮 26 11.8% 4 9.1% 4 10.8% 2 5.6% 1 16.7% 1 8.3% 0 0.0% 2 9.1% 7 26.9% 2 100.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 3 100.0% 0 0.0%
今いる人材を前提にその能 71 32.1% 17 38.6% 6 16.2% 15 41.7% 3 50.0% 3 25.0% 2 20.0% 9 40.9% 13 50.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 2 33.3% 0 0.0% 1 50.0%
個々の従業員が当面の仕 62 28.1% 12 27.3% 4 10.8% 9 25.0% 2 33.3% 5 41.7% 4 40.0% 8 36.4% 4 15.4% 0 0.0% 9 69.2% 2 100.0% 3 50.0% 0 0.0% 0 0.0%
人材育成・能力開発につい 61 27.6% 11 25.0% 23 62.2% 10 27.8% 0 0.0% 3 25.0% 4 40.0% 2 9.1% 2 7.7% 0 0.0% 4 30.8% 0 0.0% 1 16.7% 0 0.0% 1 50.0%
無回答 1 0.5% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 1 4.5% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%
合計 221 100.0% 44 100.0% 37 100.0% 36 100.0% 6 100.0% 12 100.0% 10 100.0% 22 100.0% 26 100.0% 2 100.0% 13 100.0% 2 100.0% 6 100.0% 3 100.0% 2 100.0%

旅客運輸サービス（バス） レンタカー・レンタルサイクル 空港サービス（グランドスタッフ・ハンドリングスタッフ） その他観光施設（マリンレジャー、ダイビング、観光船） 観光施設（エステ・スパ） リゾートウエディング 旅行業 旅客運輸サービス（航空機） 旅客運輸サービス（タクシー）総計 宿泊サービス 飲食サービス 小売 観光施設（テーマパーク、体験型施設）

選択項目
人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比

実施した 177 80.1% 38 86.4% 20 54.1% 31 86.1% 6 100.0% 7 58.3% 10 100.0% 18 81.8% 23 88.5% 2 100.0% 13 100.0% 2 100.0% 4 66.7% 3 100.0% 0 0.0%
実施しなかった 43 19.5% 6 13.6% 17 45.9% 5 13.9% 0 0.0% 5 41.7% 0 0.0% 3 13.6% 3 11.5% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 2 33.3% 0 0.0% 2 100.0%
無回答 1 0.5% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 1 4.5% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%
合計 221 100.0% 44 100.0% 37 100.0% 36 100.0% 6 100.0% 12 100.0% 10 100.0% 22 100.0% 26 100.0% 2 100.0% 13 100.0% 2 100.0% 6 100.0% 3 100.0% 2 100.0%

旅客運輸サービス（バス） レンタカー・レンタルサイクル 空港サービス（グランドスタッフ・ハンドリングスタッフ） その他観光施設（マリンレジャー、ダイビング、観光船） 観光施設（エステ・スパ） リゾートウエディング 旅行業 旅客運輸サービス（航空機） 旅客運輸サービス（タクシー）総計 宿泊サービス 飲食サービス 小売 観光施設（テーマパーク、体験型施設）



3-3-5-18 「主な業種」と「OFF-JTの対象となった従業員は」 

 
 業種別の OFF-JT の対象従業員を見ると、ほぼ全業種で「新入社員」「中堅社員」や「管理職層」や「直接雇用の非正社員」な
ど全階層に OFF-JTを実施している。 
 
 
3-3-5-19 「主な業種」と「OFF-JTの実施主体」 

 

 業種別の OFF-JT の実施主体を見ると、全業種で「自社で実施」が一番多く、次で「親会社・グループ会社」である。「宿泊サ
ービス」や「旅行業」及び「リゾートウェディング」や「小売」などが実施主体の選択肢が多い。 
 

選択項目
人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比

新入社員（入社後3年程 133 36.8% 35 40.7% 11 23.9% 20 33.9% 6 33.3% 6 37.5% 10 100.0% 18 46.2% 12 29.3% 2 33.3% 6 30.0% 2 50.0% 4 44.4% 1 20.0% 0 0.0%
中堅社員 80 22.2% 23 26.7% 1 2.2% 9 15.3% 4 22.2% 3 18.8% 0 0.0% 7 17.9% 14 34.1% 2 33.3% 11 55.0% 2 50.0% 3 33.3% 1 20.0% 0 0.0%
管理職層 50 13.9% 14 16.3% 1 2.2% 9 15.3% 3 16.7% 0 0.0% 0 0.0% 6 15.4% 11 26.8% 2 33.3% 3 15.0% 0 0.0% 0 0.0% 1 20.0% 0 0.0%
直接雇用の非正社員 54 15.0% 8 9.3% 16 34.8% 16 27.1% 5 27.8% 2 12.5% 0 0.0% 4 10.3% 1 2.4% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 2 40.0% 0 0.0%
無回答 44 12.2% 6 7.0% 17 37.0% 5 8.5% 0 0.0% 5 31.3% 0 0.0% 4 10.3% 3 7.3% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 2 22.2% 0 0.0% 2 100.0%
合計 361 100.0% 86 100.0% 46 100.0% 59 100.0% 18 100.0% 16 100.0% 10 100.0% 39 100.0% 41 100.0% 6 100.0% 20 100.0% 4 100.0% 9 100.0% 5 100.0% 2 100.0%

旅客運輸サービス（バス） レンタカー・レンタルサイクル 空港サービス（グランドスタッフ・ハンドリングスタッフ） その他観光施設（マリンレジャー、ダイビング、観光船） 観光施設（エステ・スパ） リゾートウエディング 旅行業 旅客運輸サービス（航空機） 旅客運輸サービス（タクシー）総計 宿泊サービス 飲食サービス 小売 観光施設（テーマパーク、体験型施設）

選択項目
人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比

自社で実施 155 49.1% 38 46.3% 20 48.8% 25 59.5% 6 42.9% 6 50.0% 10 83.3% 10 34.5% 16 34.0% 2 50.0% 13 86.7% 2 50.0% 4 66.7% 3 50.0% 0 0.0%
親会社・グループ会社 54 17.1% 16 19.5% 2 4.9% 6 14.3% 4 28.6% 1 8.3% 2 16.7% 5 17.2% 9 19.1% 2 50.0% 2 13.3% 2 50.0% 0 0.0% 3 50.0% 0 0.0%
公共職業訓練機関 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%
民間教育訓練機関 11 3.5% 0 0.0% 0 0.0% 3 7.1% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 5 17.2% 3 6.4% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%
商工会議所など経営者団 13 4.1% 3 3.7% 0 0.0% 3 7.1% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 5 17.2% 2 4.3% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%
業界団体 15 4.7% 6 7.3% 0 0.0% 0 0.0% 1 7.1% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 8 17.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%
沖縄観光コンベンションビュ 20 6.3% 13 15.9% 0 0.0% 0 0.0% 3 21.4% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 4 8.5% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%
職業能力開発協会 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%
専修学校・専門学校 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%
大学、大学院等 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%
その他 4 1.3% 0 0.0% 2 4.9% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 2 4.3% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%
無回答 44 13.9% 6 7.3% 17 41.5% 5 11.9% 0 0.0% 5 41.7% 0 0.0% 4 13.8% 3 6.4% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 2 33.3% 0 0.0% 2 100.0%
合計 316 100.0% 82 100.0% 41 100.0% 42 100.0% 14 100.0% 12 100.0% 12 100.0% 29 100.0% 47 100.0% 4 100.0% 15 100.0% 4 100.0% 6 100.0% 6 100.0% 2 100.0%

旅客運輸サービス（バス） レンタカー・レンタルサイクル 空港サービス（グランドスタッフ・ハンドリングスタッフ） その他観光施設（マリンレジャー、ダイビング、観光船） 観光施設（エステ・スパ） リゾートウエディング 旅行業 旅客運輸サービス（航空機） 旅客運輸サービス（タクシー）総計 宿泊サービス 飲食サービス 小売 観光施設（テーマパーク、体験型施設）



3-3-5-20 「主な業種」と「OFF-JTの種類」 

 

 

  業種別で OFF-JTの種類を見ると、実施された OFF-JTはどの業種も多くの種類を実施している。また、1社あたりの OFF-JT
実施数は、全業種平均 1.88 で、全業種平均値より高いのが「宿泊サービス」2.27、「観光施設（テーマパーク）」3.00、「リゾー
トウェディング」1.91、「旅行業」2.31、「旅客運輸サービス（航空機）」3.00と「空港サービス」3.00である。 
 
 
3-3-5-21 「主な業種」と「従業員の自己啓発支援の実施」 

 

 従業員の自己啓発支援については、ほぼ全業種で実施されているが、「飲食サービス」「小売」「タクシー」「バス」「レンタカー」
は支援しなかった企業数が支援した企業数より多かった。 

選択項目
人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比

各階層ごとに求められる知 62 14.9% 24 24.0% 1 2.1% 9 13.2% 4 22.2% 0 0.0% 0 0.0% 6 14.3% 7 11.7% 1 16.7% 6 27.3% 2 66.7% 1 12.5% 1 11.1% 0 0.0%
仕事をする上での基本的な 126 30.3% 27 27.0% 20 42.6% 28 41.2% 4 22.2% 3 20.0% 8 50.0% 14 33.3% 12 20.0% 0 0.0% 5 22.7% 0 0.0% 4 50.0% 1 11.1% 0 0.0%
マネジメント能力を高める研 33 7.9% 12 12.0% 0 0.0% 3 4.4% 3 16.7% 0 0.0% 0 0.0% 2 4.8% 9 15.0% 1 16.7% 2 9.1% 0 0.0% 0 0.0% 1 11.1% 0 0.0%
仕事に関連した資格の取得 13 3.1% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 4 26.7% 6 37.5% 0 0.0% 2 3.3% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 1 11.1% 0 0.0%
課題解決能力を高めるため 12 2.9% 0 0.0% 0 0.0% 3 4.4% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 2 4.8% 4 6.7% 1 16.7% 0 0.0% 1 33.3% 0 0.0% 1 11.1% 0 0.0%
業界理解のための研修
 28 6.7% 5 5.0% 2 4.3% 3 4.4% 2 11.1% 0 0.0% 2 12.5% 7 16.7% 7 11.7% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%
中長期的なキャリア設計に 6 1.4% 1 1.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 3 5.0% 1 16.7% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 1 11.1% 0 0.0%
語学・国際化対応能力を 8 1.9% 2 2.0% 0 0.0% 0 0.0% 1 5.6% 3 20.0% 0 0.0% 0 0.0% 1 1.7% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 1 12.5% 0 0.0% 0 0.0%
OA・コンピューター・IT活用 2 0.5% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 2 3.3% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%
総務・人事・財務・広報等 6 1.4% 2 2.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 3 5.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 1 11.1% 0 0.0%
法務・法令遵守に関する研 16 3.8% 8 8.0% 0 0.0% 0 0.0% 2 11.1% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 2 3.3% 1 16.7% 2 9.1% 0 0.0% 0 0.0% 1 11.1% 0 0.0%
コミュニケーション能力を高 60 14.4% 13 13.0% 7 14.9% 17 25.0% 2 11.1% 0 0.0% 0 0.0% 7 16.7% 5 8.3% 1 16.7% 7 31.8% 0 0.0% 0 0.0% 1 11.1% 0 0.0%
無回答 44 10.6% 6 6.0% 17 36.2% 5 7.4% 0 0.0% 5 33.3% 0 0.0% 4 9.5% 3 5.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 2 25.0% 0 0.0% 2 100.0%
合計 416 100.0% 100 100.0% 47 100.0% 68 100.0% 18 100.0% 15 100.0% 16 100.0% 42 100.0% 60 100.0% 6 100.0% 22 100.0% 3 100.0% 8 100.0% 9 100.0% 2 100.0%

旅客運輸サービス（バス） レンタカー・レンタルサイクル 空港サービス（グランドスタッフ・ハンドリングスタッフ） その他観光施設（マリンレジャー、ダイビング、観光船） 観光施設（エステ・スパ） リゾートウエディング 旅行業 旅客運輸サービス（航空機） 旅客運輸サービス（タクシー）総計 宿泊サービス 飲食サービス 小売 観光施設（テーマパーク、体験型施設）

企業数 221 44 37 36 6 12 10 22 26 2 13 2 6 3
1社あたりのOFF-JT数 1.88 2.27 1.27 1.89 3.00 1.25 1.60 1.91 2.31 3.00 1.69 1.50 1.33 3.00

選択項目
人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比

支援した 133 60.2% 34 77.3% 13 35.1% 13 36.1% 6 100.0% 6 50.0% 6 60.0% 15 68.2% 26 100.0% 2 100.0% 6 46.2% 0 0.0% 2 33.3% 3 100.0% 1 50.0%
支援しなかった 86 38.9% 10 22.7% 23 62.2% 23 63.9% 0 0.0% 6 50.0% 4 40.0% 6 27.3% 0 0.0% 0 0.0% 7 53.8% 2 100.0% 4 66.7% 0 0.0% 1 50.0%
無回答 2 0.9% 0 0.0% 1 2.7% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 1 4.5% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%
合計 221 100.0% 44 100.0% 37 100.0% 36 100.0% 6 100.0% 12 100.0% 10 100.0% 22 100.0% 26 100.0% 2 100.0% 13 100.0% 2 100.0% 6 100.0% 3 100.0% 2 100.0%

旅客運輸サービス（バス） レンタカー・レンタルサイクル 空港サービス（グランドスタッフ・ハンドリングスタッフ） その他観光施設（マリンレジャー、ダイビング、観光船） 観光施設（エステ・スパ） リゾートウエディング 旅行業 旅客運輸サービス（航空機） 旅客運輸サービス（タクシー）総計 宿泊サービス 飲食サービス 小売 観光施設（テーマパーク、体験型施設）



3-3-5-22 「主な業種」と「自己啓発支援」 

 
 自己啓発支援については、「特に支援を行っていない」が一番多かった業種は、「飲食サービス」「小売」「マリンレジャー・ダイ
ビング」「タクシー」「バス」「レンタカー」である。「宿泊サービス」や「観光施設（テーマパーク）」「旅行業」などは「受講料な
どの金銭的支援」が多いことがわかる。 
 
 
3-3-5-23 「主な業種」と「従業員の人材育成・能力開発においての課題」 

 
 「人材を育成しても辞めてしまう」が一番多い業種は「エステ・スパ」「空港サービス」などで、「指導する人材が不足している」
が一番多い業種は「宿泊サービス」「観光施設（テーマパーク）」「マリンレジャー・ダイビング」「リゾートウェディング」「旅行
業」などである。「育成を行うための金銭的余裕がない」は「飲食サービス」及び「小売」である。 

選択項目
人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比

受講料などの金銭的支援 74 22.2% 27 32.5% 5 12.2% 2 5.1% 6 40.0% 1 6.7% 2 12.5% 5 15.6% 16 27.6% 2 50.0% 2 15.4% 0 0.0% 2 28.6% 3 50.0% 1 50.0%
社内での自主的な勉強会 41 12.3% 10 12.0% 3 7.3% 3 7.7% 1 6.7% 3 20.0% 2 12.5% 5 15.6% 10 17.2% 2 50.0% 2 15.4% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%
教育訓練休暇（有給・無 44 13.2% 12 14.5% 2 4.9% 5 12.8% 2 13.3% 0 0.0% 2 12.5% 9 28.1% 12 20.7% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%
就業時間の配慮 48 14.4% 12 14.5% 4 9.8% 6 15.4% 3 20.0% 3 20.0% 6 37.5% 4 12.5% 10 17.2% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%
教育訓練機関、通信教育 39 11.7% 13 15.7% 3 7.3% 0 0.0% 3 20.0% 2 13.3% 0 0.0% 2 6.3% 10 17.2% 0 0.0% 2 15.4% 0 0.0% 1 14.3% 3 50.0% 0 0.0%
特に支援を行っていない 77 23.1% 7 8.4% 22 53.7% 23 59.0% 0 0.0% 6 40.0% 0 0.0% 6 18.8% 0 0.0% 0 0.0% 7 53.8% 2 100.0% 4 57.1% 0 0.0% 0 0.0%
無回答 10 3.0% 2 2.4% 2 4.9% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 4 25.0% 1 3.1% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 1 50.0%
合計 333 100.0% 83 100.0% 41 100.0% 39 100.0% 15 100.0% 15 100.0% 16 100.0% 32 100.0% 58 100.0% 4 100.0% 13 100.0% 2 100.0% 7 100.0% 6 100.0% 2 100.0%

旅客運輸サービス（バス） レンタカー・レンタルサイクル 空港サービス（グランドスタッフ・ハンドリングスタッフ） その他観光施設（マリンレジャー、ダイビング、観光船） 観光施設（エステ・スパ） リゾートウエディング 旅行業 旅客運輸サービス（航空機） 旅客運輸サービス（タクシー）総計 宿泊サービス 飲食サービス 小売 観光施設（テーマパーク、体験型施設）

選択項目
人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比

人材を育成しても辞めてし  87 21.9% 19 22.1% 16 23.2% 11 19.3% 2 20.0% 5 21.7% 6 30.0% 11 25.6% 9 16.7% 0 0.0% 2 11.1% 1 50.0% 2 25.0% 3 100.0% 0 0.0%
指導する人材が不足してい 98 24.7% 26 30.2% 13 18.8% 8 14.0% 3 30.0% 7 30.4% 4 20.0% 12 27.9% 18 33.3% 0 0.0% 4 22.2% 0 0.0% 3 37.5% 0 0.0% 0 0.0%
育成を行うための金銭的余 67 16.9% 11 12.8% 16 23.2% 14 24.6% 2 20.0% 4 17.4% 4 20.0% 7 16.3% 7 13.0% 0 0.0% 2 11.1% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%
人材育成を行う時間がない 48 12.1% 12 14.0% 7 10.1% 8 14.0% 1 10.0% 5 21.7% 2 10.0% 6 14.0% 3 5.6% 0 0.0% 3 16.7% 1 50.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%
人材育成の方法がわからな 32 8.1% 5 5.8% 11 15.9% 5 8.8% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 8 14.8% 0 0.0% 3 16.7% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%
適切な教育訓練機関がな 34 8.6% 4 4.7% 6 8.7% 8 14.0% 0 0.0% 2 8.7% 0 0.0% 4 9.3% 6 11.1% 0 0.0% 2 11.1% 0 0.0% 1 12.5% 0 0.0% 1 50.0%
人材育成に活用できる教材 14 3.5% 6 7.0% 0 0.0% 0 0.0% 1 10.0% 0 0.0% 0 0.0% 2 4.7% 2 3.7% 0 0.0% 2 11.1% 0 0.0% 1 12.5% 0 0.0% 0 0.0%
特に課題はない
 11 2.8% 3 3.5% 0 0.0% 3 5.3% 1 10.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 1 1.9% 2 100.0% 0 0.0% 0 0.0% 1 12.5% 0 0.0% 0 0.0%
その他 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%
無回答 6 1.5% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 4 20.0% 1 2.3% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 1 50.0%
合計 397 100.0% 86 100.0% 69 100.0% 57 100.0% 10 100.0% 23 100.0% 20 100.0% 43 100.0% 54 100.0% 2 100.0% 18 100.0% 2 100.0% 8 100.0% 3 100.0% 2 100.0%

旅客運輸サービス（バス） レンタカー・レンタルサイクル 空港サービス（グランドスタッフ・ハンドリングスタッフ） その他観光施設（マリンレジャー、ダイビング、観光船） 観光施設（エステ・スパ） リゾートウエディング 旅行業 旅客運輸サービス（航空機） 旅客運輸サービス（タクシー）総計 宿泊サービス 飲食サービス 小売 観光施設（テーマパーク、体験型施設）



3-3-5-24 「主な業種」と「教育訓練や能力開発にかかる行政からの支援についての要望」 

 

 
 業種ごとの特徴はあまりないことがわかる。 
 
 
3-3-5-25 「主な業種」と「教育・訓練機関としての専修学校・専門学校との連携」 

 
 

 全業種に共通して一番多いのは「インターンシップの受入」であることがわかる。 

選択項目
人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比

訓練を実施する事業主へ 102 24.1% 27 27.6% 17 23.0% 14 21.5% 5 31.3% 5 23.8% 6 42.9% 5 13.9% 13 24.1% 2 33.3% 2 11.8% 0 0.0% 2 18.2% 3 50.0% 1 25.0%
在職者訓練の拡充 65 15.3% 4 4.1% 9 12.2% 16 24.6% 1 6.3% 6 28.6% 6 42.9% 6 16.7% 8 14.8% 0 0.0% 6 35.3% 0 0.0% 2 18.2% 0 0.0% 1 25.0%
企業ニーズに応じたオーダー 54 12.7% 15 15.3% 6 8.1% 6 9.2% 3 18.8% 4 19.0% 0 0.0% 4 11.1% 13 24.1% 2 33.3% 0 0.0% 1 50.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%
指導力強化の勉強会 34 8.0% 12 12.2% 3 4.1% 6 9.2% 2 12.5% 0 0.0% 0 0.0% 2 5.6% 4 7.4% 2 33.3% 2 11.8% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 1 25.0%
若年者への講習会の実施 55 13.0% 11 11.2% 13 17.6% 8 12.3% 0 0.0% 5 23.8% 0 0.0% 7 19.4% 4 7.4% 0 0.0% 5 29.4% 0 0.0% 2 18.2% 0 0.0% 0 0.0%
訓練用教材の開発 30 7.1% 9 9.2% 8 10.8% 5 7.7% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 4 11.1% 2 3.7% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 2 18.2% 0 0.0% 0 0.0%
教育訓練機関との連携 77 18.2% 20 20.4% 18 24.3% 10 15.4% 5 31.3% 1 4.8% 0 0.0% 7 19.4% 9 16.7% 0 0.0% 2 11.8% 0 0.0% 2 18.2% 3 50.0% 0 0.0%
特にない 5 1.2% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 2 14.3% 0 0.0% 1 1.9% 0 0.0% 0 0.0% 1 50.0% 1 9.1% 0 0.0% 0 0.0%
その他 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%
無回答 2 0.5% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 1 2.8% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 1 25.0%
合計 424 100.0% 98 100.0% 74 100.0% 65 100.0% 16 100.0% 21 100.0% 14 100.0% 36 100.0% 54 100.0% 6 100.0% 17 100.0% 2 100.0% 11 100.0% 6 100.0% 4 100.0%

旅客運輸サービス（バス） レンタカー・レンタルサイクル 空港サービス（グランドスタッフ・ハンドリングスタッフ） その他観光施設（マリンレジャー、ダイビング、観光船） 観光施設（エステ・スパ） リゾートウエディング 旅行業 旅客運輸サービス（航空機） 旅客運輸サービス（タクシー）総計 宿泊サービス 飲食サービス 小売 観光施設（テーマパーク、体験型施設）

選択項目
人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比

企業見学の受入 58 17.0% 17 20.2% 6 12.5% 6 11.3% 3 25.0% 3 18.8% 0 0.0% 5 14.3% 7 16.7% 2 33.3% 4 30.8% 1 50.0% 1 14.3% 3 33.3% 0 0.0%
インターンシップの受入 140 41.1% 38 45.2% 20 41.7% 21 39.6% 6 50.0% 8 50.0% 6 50.0% 15 42.9% 16 38.1% 2 33.3% 0 0.0% 0 0.0% 4 57.1% 3 33.3% 1 50.0%
貴社から講師・専門家の学 60 17.6% 17 20.2% 4 8.3% 9 17.0% 3 25.0% 2 12.5% 4 33.3% 8 22.9% 7 16.7% 2 33.3% 1 7.7% 0 0.0% 0 0.0% 3 33.3% 0 0.0%
専門学校から貴社への講師 10 2.9% 0 0.0% 5 10.4% 3 5.7% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 2 4.8% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%
専門学校での研修に参加 20 5.9% 3 3.6% 6 12.5% 5 9.4% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 3 7.1% 0 0.0% 2 15.4% 0 0.0% 1 14.3% 0 0.0% 0 0.0%
共同でカリキュラム・教材の 10 2.9% 2 2.4% 0 0.0% 3 5.7% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 4 11.4% 1 2.4% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%
特に連携はない 38 11.1% 6 7.1% 7 14.6% 6 11.3% 0 0.0% 3 18.8% 2 16.7% 2 5.7% 4 9.5% 0 0.0% 6 46.2% 1 50.0% 1 14.3% 0 0.0% 0 0.0%
その他 1 0.3% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 1 50.0%
無回答 4 1.2% 1 1.2% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 1 2.9% 2 4.8% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%
合計 341 100.0% 84 100.0% 48 100.0% 53 100.0% 12 100.0% 16 100.0% 12 100.0% 35 100.0% 42 100.0% 6 100.0% 13 100.0% 2 100.0% 7 100.0% 9 100.0% 2 100.0%

空港サービス（グランドスタッフ・ハンドリングスタッフ） その他旅行業 旅客運輸サービス（航空機） 旅客運輸サービス（タクシー） 旅客運輸サービス（バス） レンタカー・レンタルサイクル総計 宿泊サービス 飲食サービス 小売 観光施設（テーマパーク、体験型施設） 観光施設（マリンレジャー、ダイビング、観光船） 観光施設（エステ・スパ） リゾートウエディング



3-3-6 ニーズ調査 

3-3-6-1 現状 

   

意識し
ていた

意識し
ていない 無回答

経営理念 経営理念 173 47 1
起業理念（イントレプレナーシップ） 96 123 2
観光産業の特性など企業知識 176 44 1
ビジネスモデルなど事業戦略 128 92 1
行政による観光政策 107 112 2
社会的責任(CSR) 184 36 1
日本の観光インフラの課題 128 92 1
観光を取り巻く法令・法務 192 28 1
マーケティング 174 45 2
観光人材市場動向 142 77 2
観光市場動向 172 47 2
金融・資本調達 95 124 2

経営計画 経営計画 156 63 2
人事・労務管理 158 62 1
資材・設備管理 134 85 2
品質管理 135 84 2
顧客管理 139 80 2
財務・会計管理 136 84 1
ナレッジマネジメント 82 136 3
リスクマネジメント 140 80 1
プロジェクトマネジメント 90 129 2

経営分析 決算・財務諸表分析等の経営分析 135 85 1
経営戦略 経営戦略 141 79 1

コミュニケーション能力 192 28 1
プレゼンテーション能力 174 46 1
リーダーシップ 171 44 6
ネゴシエーション能力 131 88 2
自己管理能力 154 65 2
進捗管理能力 175 44 2
情報収集能力 172 47 2
データ分析能力 157 63 1
IT活用能力 136 83 2
問題解決能力 180 40 1
論理的思考能力 154 66 1
課題発見力 164 47 10
ストレスマネジメント能力 170 49 2
EQ能力（感情活用能力） 87 133 1
クレーム対応能力 194 26 1
異文化理解 117 102 2
多文化共生 132 87 2
創造力 167 52 2
実行力 199 21 1
柔軟性 190 30 1
法令順守 196 20 5
チームワーク 199 21 1
ホスピタリティ 194 23 4
責任感 208 12 1
積極性 205 12 4
接遇・マナー 218 1 2
PCスキル 137 80 4
語学 171 45 5
経験 175 44 2
観光地・実務に関する知識 136 84 1
海外事業に関する知識 151 68 2
ハラスメント・メンタルヘルスに関する知識 150 58 13
ICTに関する知識 88 128 5

マネジメント
-外的環境

ヒューマンスキル

知識

現状

社内起業

マネジメント
-経済的環境

経営管理

0 100 200 300
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現状（これまで）中核的観光人材に必要な知識・スキルとして高く意識してきたもの。 
 

 

 
また、これまではあまり意識されていなかった知識・スキル。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

接遇・マナー 218
責任感 208
積極性 205
実行力 199
チームワーク 199
法令順守 196
クレーム対応能力 194
ホスピタリティ 194
観光を取り巻く法令・法務 192
コミュニケーション能力 192
柔軟性 190

ナレッジマネジメント 136
EQ能力（感情活用能力） 133
プロジェクトマネジメント 129
ICTに関する知識 128
金融・資本調達 124
起業理念（イントレプレナーシップ） 123
行政による観光政策 112
異文化理解 102



3-3-6-2 ニーズ 

 

必要 どちらで
もない

必要
ない 無回答

経営理念 経営理念 184 33 0 4
起業理念（イントレプレナーシップ） 106 107 4 4
観光産業の特性など企業知識 180 37 0 4
ビジネスモデルなど事業戦略 162 54 1 4
行政による観光政策 106 94 17 4
社会的責任(CSR) 189 28 0 4
日本の観光インフラの課題 156 51 10 4
観光を取り巻く法令・法務 205 7 5 4
マーケティング 182 35 0 4
観光人材市場動向 126 91 0 4
観光市場動向 164 53 0 4
金融・資本調達 101 84 22 4

経営計画 経営計画 158 57 2 4
人事・労務管理 164 53 0 4
資材・設備管理 94 93 30 4
品質管理 167 50 0 4
顧客管理 180 36 1 4
財務・会計管理 169 48 0 4
ナレッジマネジメント 121 87 9 4
リスクマネジメント 164 31 22 4
プロジェクトマネジメント 113 95 9 4

経営分析 決算・財務諸表分析等の経営分析 180 37 0 4
経営戦略 経営戦略 179 38 0 4

コミュニケーション能力 202 15 0 4
プレゼンテーション能力 193 24 0 4
リーダーシップ 203 14 0 4
ネゴシエーション能力 153 56 8 4
自己管理能力 195 22 0 4
進捗管理能力 166 5 0 4
情報収集能力 181 30 5 5
データ分析能力 172 33 12 4
IT活用能力 170 35 12 4
問題解決能力 197 20 0 4
論理的思考能力 157 60 0 4
課題発見力 165 52 0 4
ストレスマネジメント能力 188 28 1 4
EQ能力（感情活用能力） 142 75 0 4
クレーム対応能力 189 27 1 4
異文化理解 186 23 8 4
多文化共生 171 40 6 4
創造力 179 32 6 4
実行力 202 15 0 4
柔軟性 197 20 0 4
法令順守 205 12 0 4
チームワーク 196 21 0 4
ホスピタリティ 200 17 0 4
責任感 198 19 0 4
積極性 206 11 0 4
接遇・マナー 204 13 0 4
PCスキル 159 52 6 4
語学 186 30 1 4
経験 162 55 0 4
観光地・実務に関する知識 177 40 0 4
海外事業に関する知識 118 79 20 4
ハラスメント・メンタルヘルスに関する知識 164 53 0 4
ICTに関する知識 156 59 2 4
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 中核的観光人材に必要な知識・スキルについては、 

 
 
  中核的観光人材に必要ない知識・スキルとしてスコアが高かったものは、 

 
 
 また、下記の知識・スキルは中核的観光人材の必要な知識・スキルとしてスコアが低かっ
たもの（右欄の数字は％＜必要度＞） 

 
必要のない知識・スキルとしてスコアが高かったものと必要なスキルとしてスコアが低かっ
たものがすべて重なっているわけではないことが確認できた。 
 

積極性 206
観光を取り巻く法令・法務 205
法令順守 205
接遇・マナー 204
リーダーシップ 203
コミュニケーション能力 202
実行力 202
ホスピタリティ 200
責任感 198
問題解決能力 197
柔軟性 197
チームワーク 196
自己管理能力 195
プレゼンテーション能力 193

資材・設備管理 30
金融・資本調達 22
リスクマネジメント 22
海外事業に関する知識 20
行政による観光政策 17
データ分析能力 12
IT活用能力 12
日本の観光インフラの課題 10

ネゴシエーション能力 153 0.692308
EQ能力（感情活用能力） 142 0.642534
観光人材市場動向 126 0.570136
ナレッジマネジメント 121 0.547511
海外事業に関する知識 118 0.533937
プロジェクトマネジメント 113 0.511312
起業理念（イントレプレナーシップ） 106 0.479638
行政による観光政策 106 0.479638
金融・資本調達 101 0.457014
資材・設備管理 94 0.425339



3-3-6-3 現状の意識度とニーズとしての必要度のギャップ 

 

経営理念 経営理念 78% 83% 5%
起業理念（イントレプレナーシップ） 43% 48% 5%
観光産業の特性など企業知識 80% 81% 2%
ビジネスモデルなど事業戦略 58% 73% 15%
行政による観光政策 48% 48% 0%
社会的責任(CSR) 83% 86% 2%
日本の観光インフラの課題 58% 71% 13%
観光を取り巻く法令・法務 87% 93% 6%
マーケティング 79% 82% 4%
観光人材市場動向 64% 57% -7%
観光市場動向 78% 74% -4%
金融・資本調達 43% 46% 3%

経営計画 経営計画 71% 71% 1%
人事・労務管理 71% 74% 3%
資材・設備管理 61% 43% -18%
品質管理 61% 76% 14%
顧客管理 63% 81% 19%
財務・会計管理 62% 76% 15%
ナレッジマネジメント 37% 55% 18%
リスクマネジメント 63% 74% 11%
プロジェクトマネジメント 41% 51% 10%

経営分析 決算・財務諸表分析等の経営分析 61% 81% 20%
経営戦略 経営戦略 64% 81% 17%

コミュニケーション能力 87% 91% 5%
プレゼンテーション能力 79% 87% 9%
リーダーシップ 77% 92% 14%
ネゴシエーション能力 59% 69% 10%
自己管理能力 70% 88% 19%
進捗管理能力 79% 75% -4%
情報収集能力 78% 82% 4%
データ分析能力 71% 78% 7%
IT活用能力 62% 77% 15%
問題解決能力 81% 89% 8%
論理的思考能力 70% 71% 1%
課題発見力 74% 75% 0%
ストレスマネジメント能力 77% 85% 8%
EQ能力（感情活用能力） 39% 64% 25%
クレーム対応能力 88% 86% -2%
異文化理解 53% 84% 31%
多文化共生 60% 77% 18%
創造力 76% 81% 5%
実行力 90% 91% 1%
柔軟性 86% 89% 3%
法令順守 89% 93% 4%
チームワーク 90% 89% -1%
ホスピタリティ 88% 90% 3%
責任感 94% 90% -5%
積極性 93% 93% 0%
接遇・マナー 99% 92% -6%
PCスキル 62% 72% 10%
語学 77% 84% 7%
経験 79% 73% -6%
観光地・実務に関する知識 62% 80% 19%
海外事業に関する知識 68% 53% -15%
ハラスメント・メンタルヘルスに関する知識 68% 74% 6%
ICTに関する知識 40% 71% 31%
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知識・スキルに対して現状での認識度とニーズとしての必要度のギャップからみると、「異
文化理解」と「ICTに関する知識」は一番ギャップが大きく、次いで「EQ能力（感情活用
能力）」「決算・財務諸表分析等の経営分析」「顧客管理」「自己管理能力」「観光地・実務に
関する知識」となっている。 
 

 

現状 ニーズ ギャップ度

異文化理解 53% 84% 31%
ICTに関する知識 40% 71% 31%
EQ能力（感情活用能力） 39% 64% 25%
決算・財務諸表分析等の経営分析 61% 81% 20%
顧客管理 63% 81% 19%
自己管理能力 70% 88% 19%
観光地・実務に関する知識 62% 80% 19%
ナレッジマネジメント 37% 55% 18%
多文化共生 60% 77% 18%
経営戦略 64% 81% 17%
IT活用能力 62% 77% 15%
ビジネスモデルなど事業戦略 58% 73% 15%
財務・会計管理 62% 76% 15%
品質管理 61% 76% 14%
リーダーシップ 77% 92% 14%
日本の観光インフラの課題 58% 71% 13%
リスクマネジメント 63% 74% 11%
プロジェクトマネジメント 41% 51% 10%
ネゴシエーション能力 59% 69% 10%
PCスキル 62% 72% 10%
プレゼンテーション能力 79% 87% 9%
ストレスマネジメント能力 77% 85% 8%
問題解決能力 81% 89% 8%
データ分析能力 71% 78% 7%
語学 77% 84% 7%
ハラスメント・メンタルヘルスに関する知識 68% 74% 6%
観光を取り巻く法令・法務 87% 93% 6%
創造力 76% 81% 5%
経営理念 78% 83% 5%
起業理念（イントレプレナーシップ） 43% 48% 5%
コミュニケーション能力 87% 91% 5%
法令順守 89% 93% 4%
情報収集能力 78% 82% 4%
マーケティング 79% 82% 4%
柔軟性 86% 89% 3%
人事・労務管理 71% 74% 3%
ホスピタリティ 88% 90% 3%
金融・資本調達 43% 46% 3%
社会的責任(CSR) 83% 86% 2%
観光産業の特性など企業知識 80% 81% 2%
論理的思考能力 70% 71% 1%
実行力 90% 91% 1%
経営計画 71% 71% 1%
課題発見力 74% 75% 0%
積極性 93% 93% 0%
行政による観光政策 48% 48% 0%
チームワーク 90% 89% -1%
クレーム対応能力 88% 86% -2%
観光市場動向 78% 74% -4%
進捗管理能力 79% 75% -4%
責任感 94% 90% -5%
経験 79% 73% -6%
接遇・マナー 99% 92% -6%
観光人材市場動向 64% 57% -7%
海外事業に関する知識 68% 53% -15%
資材・設備管理 61% 43% -18%



■意識度 

 

4-（28）-1  経営理念 4-（28）-8  観光を取り巻く法令・法務
回答数 構成比 回答数 構成比

(1) 意識していた 173 78.3% (1) 意識していた 192 86.9%
(2) 意識していない 47 21.3% (2) 意識していない 28 12.7%

無回答 1 0.5% 無回答 1 0.5%
　計 221 100.0% 　計 221 100.0%

4-（28）-2  起業理念 4-（28）-9  マーケティング
回答数 構成比 回答数 構成比

(1) 意識していた 96 43.4% (1) 意識していた 174 78.7%
(2) 意識していない 123 55.7% (2) 意識していない 45 20.4%

無回答 2 0.9% 無回答 2 0.9%
　計 221 100.0% 　計 221 100.0%

4-（28）-3  観光産業の特性など企業知識 4-（28）-10  観光人材市場動向
回答数 構成比 回答数 構成比

(1) 意識していた 176 79.6% (1) 意識していた 142 64.3%
(2) 意識していない 44 19.9% (2) 意識していない 77 34.8%

無回答 1 0.5% 無回答 2 0.9%
　計 221 100.0% 　計 221 100.0%

4-（28）-4  ビジネスモデルなど事業戦略 4-（28）-11  観光市場動向
回答数 構成比 回答数 構成比

(1) 意識していた 128 57.9% (1) 意識していた 172 77.8%
(2) 意識していない 92 41.6% (2) 意識していない 47 21.3%

無回答 1 0.5% 無回答 2 0.9%
　計 221 100.0% 　計 221 100.0%

4-（28）-5  行政による観光政策 4-（28）-12  金融・資本調達
回答数 構成比 回答数 構成比

(1) 意識していた 107 48.4% (1) 意識していた 95 43.0%
(2) 意識していない 112 50.7% (2) 意識していない 124 56.1%

無回答 2 0.9% 無回答 2 0.9%
　計 221 100.0% 　計 221 100.0%

4-（28）-6  社会的責任 4-（28）-13  経営計画
回答数 構成比 回答数 構成比

(1) 意識していた 184 83.3% (1) 意識していた 156 70.6%
(2) 意識していない 36 16.3% (2) 意識していない 63 28.5%

無回答 1 0.5% 無回答 2 0.9%
　計 221 100.0% 　計 221 100.0%

4-（28）-7  日本の観光インフラの課題 4-（28）-14  人事・労務管理
回答数 構成比 回答数 構成比

(1) 意識していた 128 57.9% (1) 意識していた 158 71.5%
(2) 意識していない 92 41.6% (2) 意識していない 62 28.1%

無回答 1 0.5% 無回答 1 0.5%
　計 221 100.0% 　計 221 100.0%



 

4-（28）-15  資材・設備管理 4-（28）-22  決算・財務諸表分析等の経営分析
回答数 構成比 回答数 構成比

(1) 意識していた 134 60.6% (1) 意識していた 135 61.1%
(2) 意識していない 85 38.5% (2) 意識していない 85 38.5%

無回答 2 0.9% 無回答 1 0.5%
　計 221 100.0% 　計 221 100.0%

4-（28）-16  品質管理 4-（28）-23  経営戦略
回答数 構成比 回答数 構成比

(1) 意識していた 135 61.1% (1) 意識していた 141 63.8%
(2) 意識していない 84 38.0% (2) 意識していない 79 35.7%

無回答 2 0.9% 無回答 1 0.5%
　計 221 100.0% 　計 221 100.0%

4-（28）-17  顧客管理 4-（28）-24  コミュニケーション能力
回答数 構成比 回答数 構成比

(1) 意識していた 139 62.9% (1) 意識していた 192 86.9%
(2) 意識していない 80 36.2% (2) 意識していない 28 12.7%

無回答 2 0.9% 無回答 1 0.5%
　計 221 100.0% 　計 221 100.0%

4-（28）-18  財務・会計管理 4-（28）-25  プレゼンテーション能力
回答数 構成比 回答数 構成比

(1) 意識していた 136 61.5% (1) 意識していた 174 78.7%
(2) 意識していない 84 38.0% (2) 意識していない 46 20.8%

無回答 1 0.5% 無回答 1 0.5%
　計 221 100.0% 　計 221 100.0%

4-（28）-19  ナレッジマネジメント 4-（28）-26  リーダーシップ
回答数 構成比 回答数 構成比

(1) 意識していた 82 37.1% (1) 意識していた 171 77.4%
(2) 意識していない 136 61.5% (2) 意識していない 44 19.9%

無回答 3 1.4% 無回答 6 2.7%
　計 221 100.0% 　計 221 100.0%

4-（28）-20  リスクマネジメント 4-（28）-27  ネゴシエーション
回答数 構成比 回答数 構成比

(1) 意識していた 140 63.3% (1) 意識していた 131 59.3%
(2) 意識していない 80 36.2% (2) 意識していない 88 39.8%

無回答 1 0.5% 無回答 2 0.9%
　計 221 100.0% 　計 221 100.0%

4-（28）-21  プロジェクトマネジメント 4-（28）-28  自己管理能力
回答数 構成比 回答数 構成比

(1) 意識していた 90 40.7% (1) 意識していた 154 69.7%
(2) 意識していない 129 58.4% (2) 意識していない 65 29.4%

無回答 2 0.9% 無回答 2 0.9%
　計 221 100.0% 　計 221 100.0%



 

4-（28）-29  進捗管理能力 4-（28）-36  ストレスマネジメント能力
回答数 構成比 回答数 構成比

(1) 意識していた 175 79.2% (1) 意識していた 170 76.9%
(2) 意識していない 44 19.9% (2) 意識していない 49 22.2%

無回答 2 0.9% 無回答 2 0.9%
　計 221 100.0% 　計 221 100.0%

4-（28）-30  情報収集能力 4-（28）-37  ＥＱ能力（感情活用能力）
回答数 構成比 回答数 構成比

(1) 意識していた 172 77.8% (1) 意識していた 87 39.4%
(2) 意識していない 47 21.3% (2) 意識していない 133 60.2%

無回答 2 0.9% 無回答 1 0.5%
　計 221 100.0% 　計 221 100.0%

4-（28）-31  データ分析能力 4-（28）-38  クレーム対応能力

回答数 構成比 回答数 構成比
(1) 意識していた 157 71.0% (1) 意識していた 194 87.8%
(2) 意識していない 63 28.5% (2) 意識していない 26 11.8%

無回答 1 0.5% 無回答 1 0.5%
　計 221 100.0% 　計 221 100.0%

4-（28）-32  ＩＴ活用能力 4-（28）-39  異文化理解
回答数 構成比 回答数 構成比

(1) 意識していた 136 61.5% (1) 意識していた 117 52.9%
(2) 意識していない 83 37.6% (2) 意識していない 102 46.2%

無回答 2 0.9% 無回答 2 0.9%
　計 221 100.0% 　計 221 100.0%

4-（28）-33  問題解決能力 4-（28）-40  多文化共生
回答数 構成比 回答数 構成比

(1) 意識していた 180 81.4% (1) 意識していた 132 59.7%
(2) 意識していない 40 18.1% (2) 意識していない 87 39.4%

無回答 1 0.5% 無回答 2 0.9%
　計 221 100.0% 　計 221 100.0%

4-（28）-34  論理的思考能力 4-（28）-41  創造力
回答数 構成比 回答数 構成比

(1) 意識していた 154 69.7% (1) 意識していた 167 75.6%
(2) 意識していない 66 29.9% (2) 意識していない 52 23.5%

無回答 1 0.5% 無回答 2 0.9%
　計 221 100.0% 　計 221 100.0%

4-（28）-35  課題発見力 4-（28）-42  実行力
回答数 構成比 回答数 構成比

(1) 意識していた 164 74.2% (1) 意識していた 199 90.0%
(2) 意識していない 47 21.3% (2) 意識していない 21 9.5%

無回答 10 4.5% 無回答 1 0.5%
　計 221 100.0% 　計 221 100.0%



 

4-（28）-43  柔軟性 4-（28）-50  PCスキル
回答数 構成比 回答数 構成比

(1) 意識していた 190 86.0% (1) 意識していた 137 62.0%
(2) 意識していない 30 13.6% (2) 意識していない 80 36.2%

無回答 1 0.5% 無回答 4 1.8%
　計 221 100.0% 　計 221 100.0%

4-（28）-44  法令順守 4-（28）-51  語学
回答数 構成比 回答数 構成比

(1) 意識していた 196 88.7% (1) 意識していた 171 77.4%
(2) 意識していない 20 9.0% (2) 意識していない 45 20.4%

無回答 5 2.3% 無回答 5 2.3%
　計 221 100.0% 　計 221 100.0%

4-（28）-45  チームワーク 4-（28）-52  経験
回答数 構成比 回答数 構成比

(1) 意識していた 199 90.0% (1) 意識していた 175 79.2%
(2) 意識していない 21 9.5% (2) 意識していない 44 19.9%

無回答 1 0.5% 無回答 2 0.9%
　計 221 100.0% 　計 221 100.0%

4-（28）-46  ホスピタリティ 4-（28）-53  観光地・実務に関する知識
回答数 構成比 回答数 構成比

(1) 意識していた 194 87.8% (1) 意識していた 136 61.5%
(2) 意識していない 23 10.4% (2) 意識していない 84 38.0%

無回答 4 1.8% 無回答 1 0.5%
　計 221 100.0% 　計 221 100.0%

4-（28）-47  責任感 4-（28）-54  海外事業に関する知識
回答数 構成比 回答数 構成比

(1) 意識していた 208 94.1% (1) 意識していた 151 68.3%
(2) 意識していない 12 5.4% (2) 意識していない 68 30.8%

無回答 1 0.5% 無回答 2 0.9%
　計 221 100.0% 　計 221 100.0%

4-（28）-48  積極性 4-（28）-55  ハラスメント・メンタルヘルスに関する知
回答数 構成比 回答数 構成比

(1) 意識していた 205 92.8% (1) 意識していた 150 67.9%
(2) 意識していない 12 5.4% (2) 意識していない 58 26.2%

無回答 4 1.8% 無回答 13 5.9%
　計 221 100.0% 　計 221 100.0%

4-（28）-49  接遇・マナー 4-（28）-56  ICTに関する知識
回答数 構成比 回答数 構成比

(1) 意識していた 218 98.6% (1) 意識していた 88 39.8%

(2) 意識していない 1 0.5% (2) 意識していない 128 57.9%
無回答 2 0.9% 無回答 5 2.3%
　計 221 100.0% 　計 221 100.0%



■ニーズ 

 

4-（29）-1  経営理念 4-（29）-8  観光を取り巻く法令・法務
回答数 構成比 回答数 構成比

(1) 必要 184 83.3% (1) 必要 205 92.8%
(2) どちらでもない 33 14.9% (2) どちらでもない 7 3.2%
(3) 必要ない 0 0.0% (3) 必要ない 5 2.3%

無回答 4 1.8% 無回答 4 1.8%
　計 221 100.0% 　計 221 100.0%

4-（29）-2  起業理念 4-（29）-9  マーケティング
回答数 構成比 回答数 構成比

(1) 必要 106 48.0% (1) 必要 182 82.4%
(2) どちらでもない 107 48.4% (2) どちらでもない 35 15.8%
(3) 必要ない 4 1.8% (3) 必要ない 0 0.0%

無回答 4 1.8% 無回答 4 1.8%
　計 221 100.0% 　計 221 100.0%

4-（29）-3  観光産業の特性など企業知識 4-（29）-10  観光人材市場動向
回答数 構成比 回答数 構成比

(1) 必要 180 81.4% (1) 必要 126 57.0%
(2) どちらでもない 37 16.7% (2) どちらでもない 91 41.2%
(3) 必要ない 0 0.0% (3) 必要ない 0 0.0%

無回答 4 1.8% 無回答 4 1.8%
　計 221 100.0% 　計 221 100.0%

4-（29）-4  ビジネスモデルなど事業戦略 4-（29）-11  観光市場動向
回答数 構成比 回答数 構成比

(1) 必要 162 73.3% (1) 必要 164 74.2%
(2) どちらでもない 54 24.4% (2) どちらでもない 53 24.0%
(3) 必要ない 1 0.5% (3) 必要ない 0 0.0%

無回答 4 1.8% 無回答 4 1.8%
　計 221 100.0% 　計 221 100.0%

4-（29）-5  行政による観光政策 4-（29）-12  金融・資本調達
回答数 構成比 回答数 構成比

(1) 必要 106 48.0% (1) 必要 101 45.7%
(2) どちらでもない 94 42.5% (2) どちらでもない 94 42.5%
(3) 必要ない 17 7.7% (3) 必要ない 22 10.0%

無回答 4 1.8% 無回答 4 1.8%
　計 221 100.0% 　計 221 100.0%

4-（29）-6  社会的責任 4-（29）-13  経営計画
回答数 構成比 回答数 構成比

(1) 必要 189 85.5% (1) 必要 158 71.5%
(2) どちらでもない 28 12.7% (2) どちらでもない 57 25.8%
(3) 必要ない 0 0.0% (3) 必要ない 2 0.9%

無回答 4 1.8% 無回答 4 1.8%
　計 221 100.0% 　計 221 100.0%

4-（29）-7  日本の観光インフラの課題 4-（29）-14  人事・労務管理
回答数 構成比 回答数 構成比

(1) 必要 156 70.6% (1) 必要 164 74.2%
(2) どちらでもない 51 23.1% (2) どちらでもない 53 24.0%
(3) 必要ない 10 4.5% (3) 必要ない 0 0.0%

無回答 4 1.8% 無回答 4 1.8%
　計 221 100.0% 　計 221 100.0%



 

4-（29）-15  資材・設備管理 4-（29）-22  決算・財務諸表分析等の経営分析
回答数 構成比 回答数 構成比

(1) 必要 94 42.5% (1) 必要 180 81.4%
(2) どちらでもない 93 42.1% (2) どちらでもない 37 16.7%
(3) 必要ない 30 13.6% (3) 必要ない 0 0.0%

無回答 4 1.8% 無回答 4 1.8%
　計 221 100.0% 　計 221 100.0%

4-（29）-16  品質管理 4-（29）-23  経営戦略
回答数 構成比 回答数 構成比

(1) 必要 167 75.6% (1) 必要 179 81.0%
(2) どちらでもない 50 22.6% (2) どちらでもない 38 17.2%
(3) 必要ない 0 0.0% (3) 必要ない 0 0.0%

無回答 4 1.8% 無回答 4 1.8%
　計 221 100.0% 　計 221 100.0%

4-（29）-17  顧客管理 4-（29）-24  コミュニケーション能力
回答数 構成比 回答数 構成比

(1) 必要 180 81.4% (1) 必要 202 91.4%
(2) どちらでもない 36 16.3% (2) どちらでもない 15 6.8%
(3) 必要ない 1 0.5% (3) 必要ない 0 0.0%

無回答 4 1.8% 無回答 4 1.8%
　計 221 100.0% 　計 221 100.0%

4-（29）-18  財務・会計管理 4-（29）-25  プレゼンテーション能力
回答数 構成比 回答数 構成比

(1) 必要 169 76.5% (1) 必要 193 87.3%
(2) どちらでもない 48 21.7% (2) どちらでもない 24 10.9%
(3) 必要ない 0 0.0% (3) 必要ない 0 0.0%

無回答 4 1.8% 無回答 4 1.8%
　計 221 100.0% 　計 221 100.0%

4-（29）-19  ナレッジマネジメント 4-（29）-26  リーダーシップ
回答数 構成比 回答数 構成比

(1) 必要 121 54.8% (1) 必要 203 91.9%
(2) どちらでもない 87 39.4% (2) どちらでもない 14 6.3%
(3) 必要ない 9 4.1% (3) 必要ない 0 0.0%

無回答 4 1.8% 無回答 4 1.8%
　計 221 100.0% 　計 221 100.0%

4-（29）-20  リスクマネジメント 4-（29）-27  ネゴシエーション
回答数 構成比 回答数 構成比

(1) 必要 164 74.2% (1) 必要 153 69.2%
(2) どちらでもない 31 14.0% (2) どちらでもない 56 25.3%
(3) 必要ない 22 10.0% (3) 必要ない 8 3.6%

無回答 4 1.8% 無回答 4 1.8%
　計 221 100.0% 　計 221 100.0%

4-（29）-21  プロジェクトマネジメント 4-（29）-28  自己管理能力
回答数 構成比 回答数 構成比

(1) 必要 113 51.1% (1) 必要 195 88.2%
(2) どちらでもない 95 43.0% (2) どちらでもない 22 10.0%
(3) 必要ない 9 4.1% (3) 必要ない 0 0.0%

無回答 4 1.8% 無回答 4 1.8%
　計 221 100.0% 　計 221 100.0%



 

4-（29）-29  進捗管理能力 4-（29）-36  ストレスマネジメント能力
回答数 構成比 回答数 構成比

(1) 必要 166 75.1% (1) 必要 188 85.1%
(2) どちらでもない 51 23.1% (2) どちらでもない 28 12.7%
(3) 必要ない 0 0.0% (3) 必要ない 1 0.5%

無回答 4 1.8% 無回答 4 1.8%
　計 221 100.0% 　計 221 100.0%

4-（29）-30  情報収集能力 4-（29）-37  ＥＱ能力（感情活用能力）
回答数 構成比 回答数 構成比

(1) 必要 181 81.9% (1) 必要 142 64.3%
(2) どちらでもない 30 13.6% (2) どちらでもない 75 33.9%
(3) 必要ない 5 2.3% (3) 必要ない 0 0.0%

無回答 5 2.3% 無回答 4 1.8%
　計 221 100.0% 　計 221 100.0%

4-（29）-31  データ分析能力 4-（29）-38  クレーム対応能力
回答数 構成比 回答数 構成比

(1) 必要 172 77.8% (1) 必要 189 85.5%
(2) どちらでもない 33 14.9% (2) どちらでもない 27 12.2%
(3) 必要ない 12 5.4% (3) 必要ない 1 0.5%

無回答 4 1.8% 無回答 4 1.8%
　計 221 100.0% 　計 221 100.0%

4-（29）-32  ＩＴ活用能力 4-（29）-39  異文化理解
回答数 構成比 回答数 構成比

(1) 必要 170 76.9% (1) 必要 186 84.2%
(2) どちらでもない 35 15.8% (2) どちらでもない 23 10.4%
(3) 必要ない 12 5.4% (3) 必要ない 8 3.6%

無回答 4 1.8% 無回答 4 1.8%
　計 221 100.0% 　計 221 100.0%

4-（29）-33  問題解決能力 4-（29）-40  多文化共生
回答数 構成比 回答数 構成比

(1) 必要 197 89.1% (1) 必要 171 77.4%
(2) どちらでもない 20 9.0% (2) どちらでもない 40 18.1%
(3) 必要ない 0 0.0% (3) 必要ない 6 2.7%

無回答 4 1.8% 無回答 4 1.8%
　計 221 100.0% 　計 221 100.0%

4-（29）-34  論理的思考能力 4-（29）-41  創造力
回答数 構成比 回答数 構成比

(1) 必要 157 71.0% (1) 必要 179 81.0%
(2) どちらでもない 60 27.1% (2) どちらでもない 32 14.5%
(3) 必要ない 0 0.0% (3) 必要ない 6 2.7%

無回答 4 1.8% 無回答 4 1.8%
　計 221 100.0% 　計 221 100.0%

4-（29）-35  課題発見力 4-（29）-42  実行力
回答数 構成比 回答数 構成比

(1) 必要 165 74.7% (1) 必要 202 91.4%
(2) どちらでもない 57 25.8% (2) どちらでもない 15 6.8%
(3) 必要ない 0 0.0% (3) 必要ない 0 0.0%

無回答 4 1.8% 無回答 4 1.8%
　計 221 100.0% 　計 221 100.0%



 

4-（29）-43  柔軟性 4-（29）-50  PCスキル
回答数 構成比 回答数 構成比

(1) 必要 197 89.1% (1) 必要 159 71.9%
(2) どちらでもない 20 9.0% (2) どちらでもない 52 23.5%
(3) 必要ない 0 0.0% (3) 必要ない 6 2.7%

無回答 4 1.8% 無回答 4 1.8%
　計 221 100.0% 　計 221 100.0%

4-（29）-44  法令順守 4-（29）-51  語学
回答数 構成比 回答数 構成比

(1) 必要 205 92.8% (1) 必要 186 84.2%
(2) どちらでもない 12 5.4% (2) どちらでもない 30 13.6%
(3) 必要ない 0 0.0% (3) 必要ない 1 0.5%

無回答 4 1.8% 無回答 4 1.8%
　計 221 100.0% 　計 221 100.0%

4-（29）-45  チームワーク 4-（29）-52  経験
回答数 構成比 回答数 構成比

(1) 必要 196 88.7% (1) 必要 162 73.3%
(2) どちらでもない 21 9.5% (2) どちらでもない 55 24.9%
(3) 必要ない 0 0.0% (3) 必要ない 0 0.0%

無回答 4 1.8% 無回答 4 1.8%
　計 221 100.0% 　計 221 100.0%

4-（29）-46  ホスピタリティ 4-（29）-53  観光地・実務に関する知識
回答数 構成比 回答数 構成比

(1) 必要 200 90.5% (1) 必要 177 80.1%
(2) どちらでもない 17 7.7% (2) どちらでもない 40 18.1%
(3) 必要ない 0 0.0% (3) 必要ない 0 0.0%

無回答 4 1.8% 無回答 4 1.8%
　計 221 100.0% 　計 221 100.0%

4-（29）-47  責任感 4-（29）-54  海外事業に関する知識
回答数 構成比 回答数 構成比

(1) 必要 198 89.6% (1) 必要 118 53.4%
(2) どちらでもない 19 8.6% (2) どちらでもない 79 35.7%
(3) 必要ない 0 0.0% (3) 必要ない 20 9.0%

無回答 4 1.8% 無回答 4 1.8%
　計 221 100.0% 　計 221 100.0%

4-（29）-48  積極性 4-（29）-55  ハラスメント・メンタルヘルスに関する知
回答数 構成比 回答数 構成比

(1) 必要 206 93.2% (1) 必要 164 74.2%
(2) どちらでもない 11 5.0% (2) どちらでもない 53 24.0%
(3) 必要ない 0 0.0% (3) 必要ない 0 0.0%

無回答 4 1.8% 無回答 4 1.8%
　計 221 100.0% 　計 221 100.0%

4-（29）-49  接遇・マナー 4-（29）-56  ICTに関する知識
回答数 構成比 回答数 構成比

(1) 必要 204 92.3% (1) 必要 156 70.6%
(2) どちらでもない 13 5.9% (2) どちらでもない 59 26.7%
(3) 必要ない 0 0.0% (3) 必要ない 2 0.9%

無回答 4 1.8% 無回答 4 1.8%
　計 221 100.0% 　計 221 100.0%



3-4.アンケート調査結果のまとめ 

 
■企業プロフィール 
●本調査の回答社を業種別でみると、宿泊サービス（ホテル、民宿、民泊、ペンション等）
が約 20％、飲食サービス（約 17％）、小売（約 16％）、旅行業（約 12％）、リゾートウ
エディング（10％）、旅客運輸サービス（航空機、タクシー、バス）（約 8％）であった。 

●営業地域別では「那覇」が 56.6％と半数以上を占め、次に「中部」17.6％、「北部」14.0％、
「南部」「八重山諸島」「宮古諸島」の順となった。 

●企業の開業年数では、「5年未満（3年未満及び 3年以上～5年未満）」、「 5年以上～10 年
未満」、「10 年以上～20 年未満」及び「20 年以上」がそれぞれ約 1/4 となっており、
開業年数に関しては平均的なものであった。観光業全体では、「3 年未満」や「3 年以上
～5年未満」の比較的新しい企業が少なかった。 
業種別では、「宿泊サービス」「旅行業」「旅客運輸サービス」「小売」などは、比較的開

業年数が長い企業が多いが、「飲食サービス」や「エステ・スパ」「ダイビング」などは比
較的新しい企業が多い。 

●事業者あたりの従業員数は、「10 人以上～50 人未満」が 51％と半数を占めている。 ま
た、「10 人未満」と合わせると「50 人未満」の事業者は 68.3％と、多くの企業が集中
していることから、比較的従業員数が少数の企業が多いのも沖縄の特徴である 
逆に「300人以上」と回答した企業も 10社（4.5％）あった。 

  業種別では、「宿泊サービス」や「観光施設（テーマパーク）」、「旅客運輸サービス（航
空機）」「空港サービス」 は、比較的事業規模が大きい企業が多いが、「飲食サービス」や
「小売」「マリンレジャー、ダイビング」「エステ・スパ」「旅客運輸サービス（航空機除
く）」は規模の小さい企業が多い。 

 
■人材の現状 
●従業員過不足についてみると、約半数の企業が「現在不足している」（50.7％）と回答し、 
次いで「現在は不足していないが、今後不足する見込み」（28.1％）となっている。両者
を 合わせると 78.8％の企業が従業員不足を訴えている。  
業種別の従業員過不足を見ると、「宿泊サービス」「旅客運輸サービス（航空機）」や「空

港サービス」などは、現在、不足しているか、今後不足する見込みで人材不足が業界とし
て深刻な業種であるに対し、「飲食サービス」「小売」「観光施設」「リゾートウェディング」
「旅行業」や「旅客運輸サービス（タクシー）」などは、業界全体ではなく企業ごとに不
足している企業から適正または過剰である企業まである。 

●どこの領域の人材が不足しているのかを聞いた設問で、一番回答が多かった人材は「実務



人材・現場スタッフ」が 54.2％と過半数を超えていた。次いで、「マネージメント人材」
が 20.7％、「地域の観光産業を担う中核人材」（6.0％）、「観光産業を牽引する経営人材」
（4.7％）であった。 
業種別の不足人材の領域を見てみると、「宿泊サービス」「観光施設（テーマパーク）」

や「旅行業」などは、経営人材から実務人材・現場スタッフまで幅広い人材が不足してい
る。また、「飲食サービス」「小売」「マリンレジャー・ダイビング」「エステ・スパ」「リ
ゾートウェディング」や「空港サービス」などは実務人材・現場スタッフが不足している。
逆に「旅客運輸サービス（航空機）」では、経営人材や中核的人材が不足している結果と
なった。業種ごとで不足している人材層が異なっている。 

 
●従業員の採用時の課題としては、全業種に共通の「求めるレベルの人材が採用できない」
（27.3％）、「求人に対する応募が少ない」（19.0％）、「採用してもすぐに辞めてしまう」
（16.5％）が 3 大課題となっており、求める人材の質・量ともに不足している結果とな
った。また、3大課題に続き、「他社との人材獲得競争が激しい」「高い賃金を払わないと
人が採れない」「応募者が中高年に偏る」がほぼ同数で並んでおり、人材不足や同業他社
または異業種との人材獲得競争が伺われる結果となった。  
業種別の従業員採用時の課題を見ると、「採用にかける予算が足りない」などは中小企業
の多い沖縄では予算が少ないため、採用も困難である。また、宿泊サービスや旅客運輸サ
ービス（タクシー）などは「応募者が中高年に偏る」など採用にも高齢化の課題があらわ
れている。 

 
●従業員の定着対策としての取組は、全業種共通しているのは「快適な職場環境」（20.9％）、
「賃金などの処遇をアップする」（20.8％）がほぼ同数で多く、次いで「福利厚生の充実」
（11.8％）など働く環境面での取組である。「経営方針や経営戦略を従業員に明確にする」
が 10.2％となっている。「長時間労働の抑制」や「休暇や休日を増やす」などは、従業
員の不足感が少なかった「旅行業」や「タクシー」が取組んでおり、他の業種は人手不足
のために取組めない項目なのかもしれない。 

 
 
 
 
 
 
 



■外国人雇用 
●外国人の雇用については、「現在、雇用している」が 41.６％と高く、「現在は雇用してい 
ないが、今後雇用を検討している」と回答した企業が 37.1％となっており、両者を合わ
せると 78.7％と約８割の企業が外国人の雇用について前向きである。 
業種別に外国人の雇用について見ると、「エステ・スパ」「旅客運輸サービス」及び「レ

ンタカー」が現在、外国人を雇用していないが、これらの業種を含み、ほぼ全ての業種が、
今後雇用を考えると回答している。 また、「飲食サービス」「小売」「エステ・スパ」「タ
クシー」や「バス」などは、今後とも雇用しないと回答している企業もある。特に「タク
シー」「バス」や「エステ・スパ」に多い結果となった。 

 
●外国人を雇用している企業 92社の雇用者数を見ると、「4人以下」が 66％、次で「5人
以上～10 人未満」が 25％と、両者を合わせると 91％と大半を占めるが、「20 人以上」
の企業も 4社（4％）あることが分かった。 
業種別と外国人従業員数を見ると、外国人を雇用している企業の多数が「4人以下」で

あるが、一部企業では「5 人以上～10 人未満」のところもある。特に「宿泊サービス」
は「20人以上」の企業が 2社ある。また、「空港サービス」では全社が「10人以上～20
人未満」であり、各企業での外国人従業員数も今後も増加するとみられる。 

 
 ●外国人従業員を国別でみると、「中国」（37.1％）、韓国（23.5％）、台湾（14.1％）の 

3 か国・地域で約 3/4 を占めている。沖縄への入域外国人観光客の国別ランキングは、
台湾・ 韓国・中国本土の順となっているので、観光客数に呼応した形となっている。 
外国人を雇用している業種を見ると、「中国」「韓国」及び「台湾」はほとんどの業種で

雇用されていることがわかる。また、「宿泊サービス」や「飲食サービス」では、国籍の
幅が広いこともわかる。今回の調査で沖縄への観光入域者数が多い「タイ」の従業員がい
なかった結果となった。 

 
●外国人従業員を雇用する理由を見てみると、1位は「外国人ならではの能力が必要だから」 
が 44.3％と断トツで多かった。外国人ならではの能力は、語学力であることは推測でき
る。次いで多いのは、「日本人従業員が集まらないから」が 23.5％にもなり、日本人の人
材不足を外国人で補う企業も多い。次に「能力・人物本位で採用したら外国人だっただけ」
（14.8％） や「優秀だから」（12.1％）と外国人従業員を評価する意見も多かった。  
外国人を雇用する理由は、どの業種も多義であるが、「 日本人従業員が集まらないから」

と「外国人ならではの能力が必要だから」の２つの理由が大きいが、「能力・人物本位で
採用したら外国人だっただけ」とか「優秀だから」といった人物評価の理由も少なくない。 



■人材育成・能力開発の取組 
●従業員の仕事上の能力評価については、「とても満足している」から「全く満足していな
い」になるにしたがい、「直接雇用の非正社員」の割合が大きくなっている。また、「管理
職の正社員」「非管理職の正社員」「直接雇用の非正社員」3者とも「ある程度満足してい
る」が一番多く、管理職は次いで「とても満足している」の順になるが、非管理職及び非
正社員は「あまり満足していない」が次に来ることから、人材の質的な不足もうかがわれ
る。 

  業種別にみると、現在の管理職の正社員の仕事上の能力評価は、ほぼ全業種で「ある程
度満足している」が一番多いことがわかるが、「宿泊サービス」「旅行業」や「タクシー」
などは「あまり満足していない」が 2番目に多い。これは、管理職人材の質的な不足を表
している。 

  現在の非管理職の正社員の仕事上の能力評価は、「管理職の正社員」同様に、ほぼ全業
種で「ある程度満足している」が一番多いことがわかるが、「管理職の正社員」とは相違
は、「あまり満足していない」が全業種で多いことである。また、「宿泊サービス」におい
ては、「全く満足していない」と回答した企業が 3社あった。ここでも、人材の質的不足
が顕著に表れている。 

  現在の直接雇用の非正社員の仕事上の能力評価は、前 2者と同様にほぼ全業種で「ある
程度満足している」が一番多いことがわかるが、「あまり満足していない」と回答した企
業数と拮抗している点である。同じように「宿泊サービス」においては、「全く満足して
いない」と回答した企業が 2社あった。ここでも、人材の質的不足が顕著に表れている。 

 
●従業員に対する人材育成・能力開発の方針を見ると、「今いる人材を前提にその能力をも 
う一段アップできるよう能力開発を行っている」（現在の従業員のスキルアップ）が
32.1％ と一番多かった。次に、「個々の従業員が当面の仕事をこなすために必要な能力
を身に着けることを目的に能力開発を行っている」（現在の従業員を使えるようにする）
が 28.1％と、ほぼ同数で「人材育成・能力開発について特に方針を定めていない」が
27.6％であった。「数年先の事業展開を考慮して、その時必要となる人材を想定しながら
能力開発を行っている」（将来を見据えた人材育成）は 11.8％とであった。中小企業が多
い沖縄では、将来を見据えた人材育成まで余裕がないのであろうか。  
業種別に人材育成・能力開発の方針を見てみると、業種ごとに特徴があることがわかる。  

従業員規模が大きい企業が多い「宿泊サービス」「旅客運輸サービス（航空機）」や「空港
サービス」「旅行業」は、「数年先の事業展開を考慮して、その時必要となる人材を想定し
ながら能力開発を行っている」と将来を見据えた人材育成を行っている企業もあるが、従
業員規模が小さい企業が多い「飲食サービス」「小売」「マリンレジャー・ダイビング」「エ



ステ・スパ」や「タクシー」などは、「人材育成・能力開発について特に方針を定めてい
ない」企業も多い。 

 
●平成 29年 1月から 12月間に、従業員の能力開発を図るために教育訓練・研修（OFF-JT） 
を実施したかについて見ると、「実施した」が全体の 80.1％であった。業種別の OFF-JT 
の実施状況は、すべての業種で「実施した」が多数であったが、「飲食サービス」と「小
売」では「実施しなかった」企業も多かった。全体的にはどの業種も OFF-JTを通じて人
材の育成を図っている。 

 
●OFF-JT の対象となった従業員は、「新入社員（入社後 3年程度まで）」が 36.8％と一番 
多く、次いで「中堅社員」の 22.2％、「直接雇用の非正社員」の 15.0％で、「管理職層」
の 13.9％を上回っていた。企業の多くは、新入社員や直接雇用の非正社員といった新し
い従業員を戦力にすることに力を注いでいるように推測される。  
業種別の OFF-JT の対象従業員を見ると、ほぼ全業種で「新入社員」「中堅社員」や「管

理職層」や「直接雇用の非正社員」など全階層に OFF-JTを実施している。 
 
●OFF-JT の実施主体は、「自社で実施」が 57％と過半数であった。次いで、「親会社・グ 
ループ会社」が 20％となっており、ほとんどが独自又はグループによって実施されてい
る。 少数ではあるが、「沖縄コンベンションビューロー」（7％）、「業界団体」（6％）、「商
工会議所などの経営者団体」（5％）、「民間教育訓練機関」（4％）と業界などで実施して
いる。「専修学校、専門学校」や「大学、大学院等」、「職業能力開発協会」などの教育機
関での実施はなかった。教育機関としては課題である。 
業種別の OFF-JTの実施主体を見ると、全業種で「自社で実施」が一番多く、次で「親

会社・グループ会社」である。「宿泊サービス」や「旅行業」及び「リゾートウェディン
グ」や「小売」などが実施主体の選択肢が多い。 

 
●平成 29 年 1 月から 12 月間で実施した OFF-JT について見てみると、新入社員対象の 

OFF-JTが多かったのと同様に「仕事をする上での基本的な心構えやビジネスの基礎知識
を習得する研修」の 34％と一番多かった。同じように新入社員向けの内容として「業界
理解のための研修」も 7％と多い方であった。 また、新入社員や中堅社員を対象とした
「各階層に求められる知識・技能を習得させる研修」が 17％や「コミュニケーション能
力を高めるための研修」が 16％と多かった。管理者層向けの「マネジメント能力を高め
る研修」も 9％となっている。「語学・国際化対応能力を高めるための研修」（2％）や「中
長期的なキャリア設計に関する研修」（2％）などは、思っていたほど実施されていなかっ



た結果となった。 
 
●平成 29年 1月から 12月間に、従業員の自己啓発に対して、支援したかについて見ると、 
「支援した」が全体の 60.2％となり、OFF-JT実施に比べると低い数値となった 
業種別で OFF-JT の種類を見ると、実施された OFF-JT はどの業種も多くの種類を実

施している。また、1 社あたりの OFF-JT 実施数は、全業種平均 1.88 で、全業種平均
値より高いのが「宿泊サービス」2.27、「観光施設（テーマパーク）」3.00、「リゾートウ
ェディング」1.91、「旅行業」2.31、「旅客運輸サービス（航空機）」3.00 と「空港サー
ビス」3.00である。 

 
●自己啓発に対する支援について見ると、「特に支援は行っていない」が 24％と一番多く、 
次いで「受講料などの金銭的支援」が 23％、「就業時間の配慮」が 15％、「社内での自
主的な勉強会等への援助」及び「教育訓練休暇（有給・無給）の付与」が共に 13％、「教
育訓練機関、通信教育等に関する情報提供」が 12％との順になっている。就業時間の配
慮や休暇よりは金銭的支援が多いのも、人手不足からなのであろうか。 
業種別では、従業員の自己啓発支援については、ほぼ全業種で実施されているが、「飲

食サービス」「小売」「タクシー」「バス」「レンタカー」 は支援しなかった企業数が支援
した企業数より多かった。 

 
●人材育成・能力開発の課題は、「指導する人材が不足している」が一番多い 24.7％で次い
で、「人材を育成しても辞めてしまう」が 21.9％、「育成を行うための金銭的余裕がない」 
が 16.9％、「人材育成を行う時間がない」が 12.1％と続いている。回答率ではそれほど
多くはないが「適切な教育訓練機関がない」は 34 社（8.6％）や「人材育成の方法がわ
からない」は 32社（8.1％）と専修学校としての存在意義が問われるとこでもある。  
「人材を育成しても辞めてしまう」が一番多い業種は「エステ・スパ」「空港サービス」

などで、「指導する人材が不足している」 が一番多い業種は「宿泊サービス」「観光施設
（テーマパーク）」「マリンレジャー・ダイビング」「リゾートウェディング」「旅行業」な
どである。「育成を行うための金銭的余裕がない」は「飲食サービス」及び「小売」であ
る。 

 
●教育訓練や能力開発に行政支援への要望を見てみると、「訓練を実施する事業主への助成
金の拡充」（24.1％）、「教育訓練機関との連携」（18.2％）、「在職者訓練の拡充」（15.3％）、 
「若年者への講習会の実施」（13.0％）、「企業ニーズに応じたオーダーメイド型訓練」 
（12.7％）の順になっている。「在職者訓練」も含め「教育訓練機関との連携」を望んで



いる企業は 77 社もあり、また、「若年者への講習会の実施」なども十分に連携が図れる
ものである。 

 
●専修学校との連携については、現在実施している又は今後実施したいものについての質問 
であるが、一番多かったのは「インターンシップの受入」が 41.1％であったが、人手と
して受け入れるのか実施の実習（実地訓練）として受け入れるのかは不明である。次いで、
「貴社から講師・専門家の学校への派遣」（17.6％）、「企業見学の受入」（17.0％）とな
った。多くの企業が何らかの形で専修学校との連携を考えている結果であった。  

  
■中核的観光人材の現状とニーズ 
●現状（これまで）の中核的観光人材に求められてきた知識・スキルとしては、「接遇・マ
ナー」「責任感」「積極性」「実行力」「チームワーク」「法令順守」「クレーム対応能力」「ホ
スピタリティ」「観光を取り巻く法令・法務」「コミュニケーション能力」などが高く意識
されてきた。 

  逆にあまり意識されてなった知識・スキルとしては、「異文化理解」「行政による観光政
策」「起業理念」「金融・資金調達」「ICTに関する知識」「プロジェクトマネジメント」な
どがあげられる。 

 
●これからの中核的観光人材に必要な知識・スキルとしては、「積極性」「観光を取り巻く法
令・法務」「法令順守」「接遇・マナー」「リーダーシップ」「コミュニケーション能力」「実
行力」「ホスピタリティ」「責任感」「問題解決能力」などスコアが高い。現状意識されて
きた知識・スキルと同じものが多いが「リーダーシップ」や「問題解決能力」などが今後
必要と認識されている結果となった。 

  逆に、必要ない知識・スキルとしてスコアが高かったもの（必要な知識・スキルとして
スコアが低かったもの）は「日本の観光インフラの課題」「IT 活用能力」「データ分析能
力」などであった。 

 
●知識・スキルに対して現状での認識度とニーズとしての必要度のギャップからみると、「異 
文化理解」と「ICTに関する知識」は一番ギャップが大きく、次いで「EQ能力（感情活
用 能力）」「決算・財務諸表分析等の経営分析」「顧客管理」「自己管理能力」「観光地・実
務に 関する知識」となっている。 

 
 
 



3-5.アンケート調査依頼文 

 

平成 30 年 2 月吉日 

観光関連産業 

経営者・人事責任者 様 

                             特定非営利活動法人 

                             キャリア・サポート・ネット・おきなわ 

                              理事長  節田 佳史 

 

平成 29 年度文部科学省事業「沖縄観光人材に関する調査」 

アンケートのご協力のお願い 

 
拝啓 早春の候、貴社におかれましては、ますますご清栄のこととお慶び申し上げます。 

 本法人は、児童・生徒や若年者に対するキャリア教育及びキャリア形成支援に関わる事業の実施

及びキャリア教育支援者の育成と向上・求職者に対する就労支援を行うことで、地域や社会に積極

的に貢献できる人材の育成を目的として活動しております。  

 本年度、文部科学省「専修学校による地域産業中核的人材養成事業」において「沖縄県の観光振興に資する将

来の中核的観光人材養成のための人材育成協議会事業」を受託することとなりました。 

 本事業では、産学官参加の沖縄観光人材育成協議会を設置、観光人材の課題を把握し、専修学校が担う将来の

中核的人材像の設定および必要とされるスキルの体系的整理、効果的な教育体制・教育手法の検証を実施し、各

専修学校の教育内容の改変・充実につなげ、沖縄県の観光振興に資する人材育成を推進することを目的としてお

ります。本調査では、将来の中核的観光人材に必要なスキル・知識を具体的に整理し、人材像を具現化し、今後

の人材育成に活かすものです。以下の注意事項をご確認頂き、同意して頂けましたら、別紙アンケート調査への

協力をお願い致します。 

敬具 

ご記入にあたって 

 

・ご協力頂きますアンケートは、無記名調査です。 
また得られたデータは厳重に保管の上、統計的に処理されますので、個人が特定される事や外部に漏れ

るような事は一切ありません。 
・本調査は、任意で行われるものであり、強制ではありません。 

また調査に参加しない事で不利益を受ける事はありません。 

 ・2018 年 3 月 2 日（金）までに、ご回答をお願いします。 
インターネットでの回答の場合は、下記 URLまたは QRコードよりお願いいたします。 

    https://creativesurvey.com/ng/answers/ab8107094bb23ed283c03379ebd925/ 
・本調査に対してご意見ご質問がありましたら、お気軽に下記の担当者にお問い合わせください。 

 
お問合せ先  特定非営利活動法人 

キャリア・サポート・ネット・おきなわ 
                            調査実施担当 節田 

                                      電話番号：098-987-5570 
                            FAX 番号：098-987-5554 

e-mail：setsuda@csnoj.com 
PC、タブレット、スマホ用ＱＲコード 

 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

4.連絡調整会議関連 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



4-1. 専修学校における産学連携体制構築支援事業 連絡調整会議 

 
■第 1回 
日時： 2017 年 12 月 7 日（木）14:00-16:00  
場所： 文部科学省 17F1 会議室   
次第： 

1  開会挨拶  
2  関係団体紹介  
3  議事  

(1) 本事業の全体像および事務局の役割・位置づけについて  
(2) 各団体の今年度実施計画のご紹介  
(3) 参考情報提供 

 
 
■第 2回 
日時： 2018 年 2 月 28 日（水）13:00-15:00  
場所： 文部科学省 ９階 生涯学習政策局会議室   
次第： 

1  開会挨拶  
2 議事  

(1) 各団体の今年度成果と次年度の計画について 
(2) 参考情報提供 

      （ア）ヒアリング調査結果について 
      （イ）課題発掘ワークショップについて 
      （ウ）質疑／意見交換 
  3 その他 
 
 
 
 
 
 
 



4-2.ヒアリング調査 

 
■スケジュール 
 2018年 1月 17日（水）  

14:30-15:30 沖縄県文化観光スポーツ部観光振興課 
  16:30-17:30 専門学校那覇日経ビジネス 
 2018年 1月 18日（木）  

9:30-10:30  株式会社 OTSサービス経営研究所 
  11:00-12:00 一般社団法人沖縄リゾートウエディング協会 
 
■ヒアリング担当者 
  株式会社三菱総合研究所 科学・安全事業本部 2名 
 
■ヒアリング項目 

• 協議会の活動目的・計画 
 地域・分野における人材ニーズと育成の現状 
 地域・分野における専門人材育成上の課題 
 ニーズ・課題等を踏まえた協議会の設置目的、活動内容、目指す成果 
 他地域／他分野に適用しうる貴事業の特徴（モデルとしての貴事業の特徴） 
 これまでの連携状況（企業・学校・行政） 

 
• 実施予定の調査の概要とその活用手法 

 
• 協議会運営にあたって想定する課題とその対応策 
 協議会運営にあたって想定する課題（議題の設定、情報の収集・分析、検討の

進め方、関係機関の連携、本事業終了後の自立化等） 
 課題への対応策 

 
• 今後の見通し 

 
     
 
 



4-3.課題発掘ワークショップ 

 
 

 
 



 
 

 



 

 

 

 



 

 
 
■ワークショップ 
 日時：  2018年 2月 26日（月） 14:00～16:45 
 会場：  沖縄産業支援センター 大会議室 303号室 
 参加者： 13名 
 テーマ： ・沖縄の目指す観光人材像 
      ・連携構築について 
 

  



 

 

 



 
 

 
 



 
MEMO 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

5.その他資料 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



5-1. 平成 30年 1月入域観光客数概況 

沖縄県文化観光スポーツ部観光政策課 

 



 



 



5-2. 平成 27年度沖縄県観光産業実態調査事業報告書より 

  沖縄県文化観光スポーツ部観光政策課 

 



 



 



 



 



 



 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
平成 29 年度「専修学校による地域産業中核的人材養成事業」（地域版人材育成協議会） 

沖縄県の観光振興に資する将来の中核的観光人材養成のための人材育成協議会事業 
 

事業報告書 
平成 30 年 3 月 

 
発行 特定非営利活動法人キャリア・サポート・ネット・おきなわ 

〒901-2225 
沖縄県宜野湾市大謝名 3-2-3 

Tel 098-987-5570 
Fax 098-987-5554 

 
※本書の全体または一部を無断で転載、複製することは、著作権法上での例外を除き、禁じられています。 
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